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平成２７年度 中国地方知事会第１回知事会議 

 
■日 時 ： 平成２７年５月１９日（火）１２：４５～１５：１５ 
■場 所 ： 岡山国際ホテル「丹頂１」（岡山県岡山市中区門田本町４－１－１６） 
■出席者 ： 会長 溝口善兵衛島根県知事 

平井鳥取県知事、伊原木岡山県知事、湯﨑広島県知事、村岡山口県知事 
       事務局長：島根県政策企画局長 他 
■議 事 ： 

① 平成26年度事業報告及び歳入歳出決算（案）並びに平成27年度歳入歳出予算（案） 
② 平成28年度国の施策に関する提案書の編成 

■意見交換 ： 
①「人口減少克服・地方創生」に向けて 
②地方分権改革の推進について 
③地方税財源の充実について 
④地域の産業競争力強化のための基盤整備について 
⑤防災・減災対策等の推進について 
⑥農林水産業の振興と環太平洋連携協定（TPP）をはじめとする貿易自由化交渉への対応

について 
⑦住民の平穏な生活を乱す米軍機の飛行訓練への対策について 

■広域連携の取組について 
 

 

○事務局長 それでは、定刻となりましたので、ただ今から平成２７年度中国地方知事会

第１回知事会議を開会いたします。 

 私は、この会議の進行を務めさせていただきます島根県政策企画局の丸山でございます。

よろしくお願いいたします。 

 開会に当たりまして、会長でございます島根県の溝口知事から御挨拶を申し上げます。 

 

○溝口会長 一言御挨拶を申し上げます。 

 今回の会合から、平井知事の後を受けまして私が中国地方知事会の会長として議事の進

行を務めることとなりました。どうぞよろしくお願い申し上げます。 

 伊原木知事には、今回この岡山での知事会議を設営していただきまして、感謝申し上げ

る次第でございます。 

 さて、この日本の中を見ますと、国、地方を通じまして人口減少問題が大きな課題とな

っております。御承知のように、政府においては、人口減少問題は地方だけの問題ではな

く日本全体の問題だというふうに捉えられ、子育てなどがしやすい地方を大事にすること

によって、日本全体のバランスをとっていかなければならないと考え、地方創生の取組を

本格的に進められているわけであります。これは政府の一つの大きな政策転換だと私は考

えており、皆さんも同じだと思いますが、そういう意味で地方にとっては一つの好機であ
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り、この好機を大いに活用しなければならないし、国に対しても地方からの声を届けなけ

ればいけない、伝えなければいけない、そういうふうに考えているところでございます。

本日の知事会においては、そういう問題を中心にいろんな議論をしていただくわけでござ

います。 

 中国地方には一定規模の都市もありますが、離島・中山間地域には条件不利な多くの小

規模自治体あるいは集落が点在しておるわけでございまして、地方創生においては、こう

した様々な地域の実情を踏まえて、魅力ある地域づくりに取り組むことが必要であります。

そのためには、地方財政の充実強化ですとか、高速道をはじめとした地域の産業競争力の

強化のための基盤整備ですとか、色々な課題があるわけでございます。中国５県一体とな

り、国にしっかりと我々の声を届けていかなければならないと思います。 

 これまで中国５県では防災、医療、観光、産業振興などで広域での取組を進めてきてお

ります。こうした連携もさらに深め、相互にコミュニケーションをとりながら、各県の発

展に向けて取り組んでいく必要があると思います。 

 本日の会議ではこうした諸々の重要課題につきまして議論をして、中国知事会としての

主張、取組をまとめて、国に対して、あるいは県民の方々に対して伝えていきたいと思っ

ておりますので、よろしくお願い申し上げまして、冒頭の御挨拶といたします。（拍手） 

 

○事務局長 ありがとうございました。 

 続きまして、開催県であります岡山県の伊原木知事から御挨拶をいただきます。 

 

○伊原木知事 伊原木でございます。本日は皆様、ようこそ岡山県にお越しくださいまし

た。ありがとうございます。 

 岡山は御存知のとおり、晴れの国と呼ばれております。この大事なときには必ず晴れに

するということが責務でございまして、これ岡山だけなのか、ほかの県もそうなのか知ら

ないんですが、夜に降ることが多いんですよ。きのうの夜、ちゃんとざあっと降って、き

れいに空気を清めて、皆様方をお出迎えすることができた、岡山県庁、いい仕事をしてる

なと思ったところでございます。 

 皆様方の県を見てみますと、本当にそれぞれいい仕事をされてるなと。大河ドラマを誘

致して盛り上げたりですとか、カープ女子を盛り上げたりとか、観光客入れ込み客数が何

か過去最高になったですとか、もうただでさえ年に１回、１０月に神様がざあっと集まる
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のに、今回、ちょっと時間たちましたけれども、皇族をお迎えして盛り上がる島根、そう

いう話題がない鳥取県と一緒にアンテナショップをつくったわけでありますが、でもそれ

で仲間かなと思ったら、ねえ、何かいろんなネタで、すなばだ、スタバだみたいなことで

盛り上がられるということで、我々もちょっとこれは頑張らなきゃいかんということで、

ここに置いております。これもともとももっち、ずっといるんですけれども、ここに「も

んげー岡山！」という旗、のぼりを立てております。とにかくこれ「もんげー」っていう

のは岡山弁で「すごい」という意味であります。岡山三大Ｖｅｒｙ（ベリー）の一つと、

いろいろあるんですけれども、「もんげー岡山！」、すごい岡山ということをキャッチフ

レーズにいろいろ今、頑張っているところでございます。また、７月には全国知事会でお

越しいただくことになろうかと思います。 

 もうとにかく何にもなくてもいろいろ盛り上げていこうということで頑張ってまいりま

すので、どうぞよろしくお願い申し上げまして、私の開催県としての御挨拶といたします。

よろしくお願いいたします。（拍手） 

 

○事務局長 ありがとうございました。 

 それでは、これからの議事につきましては、溝口会長に進行をお願いいたします。 

 

○溝口会長 それでは、会議を始めます。 

 議事の第１は、『平成２６年度事業報告及び歳入歳出決算並びに平成２７年度歳入歳出

予算』についてです。これにつきましては、資料１のとおりです。 

 内容は、４月８日の主管課長会議で審議され、了承が得られております。本日は時間の

都合もあり、この際、説明は省略させていただきたいと思います。 

 本案につきまして何か御意見等ございますか。（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

 御意見がないようですので、原案どおり承認をいただきました。 

 続きまして、議題の２、『平成２８年度国の施策に関する提案書の編成』についてです。 

 事務局から説明をお願いします。 

 

○事務局長 お手元の資料の２についてでございます。この中国地方知事会として来年度

の国の施策に関する提案書を編成するにあたりましての基本的な方針について御了解をい

ただきたいという内容でございます。 
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 提案内容の骨子、大枠といたしましては、２の（１）、（２）に掲げておりますとおり、

中国地方に共通の課題で特に重要なもの、また単県事業であっても中国地方全体に強い影

響を及ぼすものを基本的な考えといたしまして項目を選定しております。 

 具体の項目につきましては、次のページの項目立てでございますが、左側が昨年度分、

それから右側が今年度分ということで項目を１点追加させていただいておりまして、人口

減少克服・地方創生の推進という項目を冒頭に追加させていただきたいと考えております。

その他の項目につきましては昨年度と同様とし、全２２項目とさせていただいております。 

 １ページ目の今後のスケジュールでございますが、本会議で御了解をいただいた後、事

務的な調整をし、７月上旬をめどに各県知事に御了解をいただき、確定をさせていただき

たいと考えております。以上でございます。 

 

○溝口会長 ただ今の説明及び資料２の案について御意見等ございますか。よろしゅうご

ざいますか。 

 それでは、資料２の案のとおり、決定させていただきます。 

 なお、提案書の内容につきましては、原案ができ次第、各県の事務方から知事へ説明し

ていただき、御意見をいただきながらまとめていきたいと思いますので、よろしくお願い

申し上げます。 

 それでは、議題４、意見交換に入らせていただきます。 

 お手元の資料３に一覧表がございますが本日はこれら７項目の提案について意見交換を

行い、可能な限り中国地方知事会として共同アピールとしてまとめたいと思いますので、

よろしくお願い申し上げます。 

 それでは最初に、１の「人口減少克服・地方創生」に向けてについて、御提案をいただ

きました岡山県の伊原木知事から説明をお願いいたします。 

 

○伊原木知事 ありがとうございます。伊原木でございます。 

 この資料の一番最初、人口減少克服・地方創生に向けてのところでございますけれども、

皆さん御案内のとおり、昨年５月、日本創成会議が将来日本の市町村の約半分が消滅する

おそれがあるという推計を発表し、東京一極集中に歯止めをかけるべきと提言をしました。

しかし、平成２６年の出生数や人口移動の状況を見ても、東京一極集中はさらに加速して

いるということが現実であります。国においてはまち・ひと・しごと創生本部の設置、長
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期ビジョン、総合戦略の策定、少子化社会対策大綱の閣議決定など、人口減少の克服と地

方の創生に向けた取組を本格化させているわけであります。地方としても今が人口減少克

服、地方創生に向けて創意工夫を凝らしながら主体的、自立的に魅力ある地域づくりを進

めるときであり、国と一丸となって取組を進めるためにも、次の事項について、強く求め

たいと考えています。 

 まず、地方版総合戦略は、地方の強い意識が盛り込まれるものであり、地方版総合戦略

を十分に踏まえて、国の施策を強化していただきたい。今般の税制改正で企業の本社機能

等を地方に移転する取組を支援する新たな税制が創設されたことは大変ありがたいことで

ありますが、東京圏から地方に移転する企業の不動産譲渡益及び企業立地補助金の益金算

入制度の創設などにより、さらに地方への企業の移転促進を図るとともに、高速交通基盤

や情報通信基盤など、企業経営に不可欠な環境を充実させていただきたいということ。ま

た、大学、研究施設、政府関係機関の地方分散についてもあわせて進めていただきたい。 

 それから、人口の社会増とあわせて自然増のためにも少子化対策が不可欠でありますの

で、結婚を希望する若者、子育て世代を応援する機運づくりを推進するとともに、保育園、

児童クラブの整備を進め、誰もが仕事と子育てを両立でき、安心して働き続けられる環境

を整えられるようお願いしたい。また、人が集まるような魅力ある地方をつくるために、

地域産業の競争力を強化し、働く場を創出できるようお願いしたい。 

 さらに地方の高速交通ネットワークの充実、教育力の充実もお願いしたい。最後になり

ますが、国においては地方創生の当事者である地方の意見をしっかりと聞いていただくと

ともに、確実な財源の確保をお願いしたいということでございます。以上でございます。 

 

○溝口会長 ありがとうございます。 

 先ほどの提案につきまして御意見等をお願いいたします。 

 山口県、村岡知事。 

 

○村岡知事 ありがとうございます。山口県の村岡でございます。 

 地方創生の取組は本当に重要だと思っております。これまでも地域の状況、厳しい中で

地域の人口の減少の食い止めや、活性化のための努力をしてきたわけですけれども、今回、

国においても大変力を入れて地方創生ということを政府の最重要課題と位置づけて取り組

んでおられ、我々もこれが大きなチャンスだと思っております。そしてまた、県あるいは
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市や町も当然、一生懸命この地方創生に取り組んでおりますけれども、これは政府の強い

働きかけもあってのことと思いますが、県内の企業とか経済界、あるいは大学とかそうい

ったところも含めて、非常にこの地方創生を何とかしていこうという機運が大変高まって

おります。 

 我々も地元の金融機関と地方創生の包括連携協定を結んで、新しいビジネスづくりを共

同で支援したり、あるいは大学と地方創生の協定を結んで、県内への進学の促進や県内へ

の定着の促進を一緒にやっていこうということで、そうした官民、産官学問わず全体でや

っていこうという機運が非常に盛り上がってきております。これを着実に成果へ結びつけ

ていくためには、やはり一定期間、しっかりと腰を据えてやっていく必要がありますので、

是非国で、これが尻つぼみになるのではなくて、さらにこの取組がもっともっと広がるよ

うに、もちろん財政的な措置の拡充も含め、国の色々な制度の改正等の対応も含め、是非

やっていただきたいと思っておりますので、これを強く要望していただきたいと思います。 

 その中で、ここに書いてあることは全て重要だと思いますが、例えば企業の分散促進、

これも大変効果があると思います。やはり働く場所をしっかりと確保するということが地

方に人をとどめる、そして地方への人の流れをつくるために大変重要であると思っており

ますので、これをさらに拡充していただきたいと思います。 

 今回、地方に従業員が、特に首都圏から、東京２３区等から移転した場合に税制上の優

遇措置が設けられておりますけれども、これもトータルで従業員が増えないとその措置が

受けられないということでありまして、単に移転するだけだと駄目だということになって

おりますが、地方に首都圏から移転すること自体が国全体の、地域の活性化だけでなく、

国全体の長期的な活性化、日本の再生につながっていくわけですので、そうした要件を緩

和するとか、今、お話もあった益金の不算入の関係など、そうしたことも含めて、制度を

もっと充実していただきたいと思います。あとは子育て関係も、我々も少子化対策、力を

入れてやっておりますが、やはり一番そのネックになっているのは経済的な負担というこ

とが、アンケートを見ても明らかであります。今年度から山口県でも第三子の保育料を無

料化する取組を、拡充してやっていて、ほかの県でもそうした拡充に向けて取り組まれて

いると思いますが、国にも是非この少子化を真正面から捉えていただいて、保育料、ある

いは医療費など、そうしたものを思い切って軽減するような取組を是非求めていきたいと

思っております。 

 ほかにも幾つかありますけれども、最後に、都市圏の話で、特に中核市を中心に国が機
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能強化していこうということでありますが、山口県の場合は中核市、下関市がありますけ

れども、今、北九州市と一緒になって国の施策の中で圏域をつくってやっていこうという

動きをしておりますが、山口県の場合は１０万人を超えるぐらいの都市が他に５つ点在し、

そういう分散をしているわけでありますが、それぞれがそれぞれ機能を持って、地域の中

で地域を支える役割を果たしていることから、これをしっかりと伸ばしていかなければい

けないと思っておりますので、中核市でないところも地域の実情に応じてしっかりとその

拠点となっているというのは実際にあるわけでありますので、そうした地域の実情に応じ

た形で取組ができるように国の制度の拡充や対象の拡大を考えていただきたいと思います

ので、是非これをしっかりと国に訴えていただき、一緒にやっていきたいと思っておりま

す。以上です。 

 

○溝口会長 よろしいですか。 

 湯﨑知事。 

 

○湯﨑知事 すみません、取りまとめありがとうございます。 

 何点かございまして、中身、内容自体はこれで結構かと思うんですけども、特に強調し

たい点といいますか、やはりこの地方創生を考えていくときに、地方それぞれがやるべき

部分と、それから国がやったほうが効率的である部分というものがあろうかと思っており

ます。特に国がやったほうが効率的ではないかというものに、意識変革というか、キャン

ペーン的なことがあるかと思ってます。 

 一つは、結婚に関するポジティブキャンペーンを入れていただいております。日本全国

で非婚が少子化の大きな要因にもなっていることは明らかでありますので、こういった結

婚に関するポジティブキャンペーン、これはかなり国で強力に行っていただいたほうが、

個々でももちろんやるとしても、効率的なのではないかと思っております。そういう意味

では妊娠、出産に関する正しい知識、こういったことも全国的に盛り上がるようにやって

いただくべきではないかと。特にメディアのことを考えますと、全国ニュースで出るとや

はり出てくる時間も長いということもあると思いますし、記事も大きくなるという傾向も

ありますので、是非そういったメディアなども活用しながら、展開をしていただきたいと

思っております。 

 それから不妊治療についても、拡充を求めていきますが、特に課題として認識されてい
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ますのは、早い段階で不妊治療を始めたほうが効果的であるということ、これも皆さん認

識が一致しているところだと思います。そういう意味でこの早い段階での不妊治療、ある

いは不妊の理由の半分を占める男性の不妊治療、これを促進するということが重要である

と思っております。そういう観点から、さらに国の制度の拡充を求めていくべきではない

かと。広島では特にこの２点、早いタイミングでの治療、それから男性の治療を促進する

ために、妻の年齢が３５歳未満の夫婦がそろって検査を受けた場合に検査費用の助成を予

定しております。色々なやり方があろうかと思いますが、そのような拡充をしていただけ

ればと思っております。 

 それからもう一つ、女性の活躍支援という観点で、重要なことは、仕事をする場合に職

場が変わっていかないと、なかなか女性の活躍が実現していかないということ。そのため

には企業のトップ、あるいはその会社全体として取り組んでいってもらうと。そのために

は、もちろん我々自身もこのキャンペーンや意識啓発をやっていく必要もありますけども、

これも国全体で意識変革に取り組んでもらうことが効率的、効果的ではないかと思います

ので、この働き方改革をしていくという観点から、是非国も力を入れてやっていただきた

いと思っております。 

 これは広島では、イクメン企業同盟やイクボス宣言など、先般、県内では私がイクボス

宣言をして、その後、海上自衛隊の呉地方総監がイクボス宣言をして、その後、県警本部

長もイクボス宣言をしました。最もイクボス宣言をしにくそうな、この警察、自衛隊にや

っていただきまして、そうすると結構インパクトもあるんですが、総理ぐらいがイクボス

宣言をすると、これはまたインパクトもあるんじゃないかと思いますので、取り組んでい

ただきたい。 

 それからもう一つ重要なことは、この保育環境の整備が引き続き重要と思っております。

これは地域ごとにさまざまなニーズがありますけれども、それが実現できるように、国と

しても後押しをしてほしいと思っております。 

 それから最後、こういった政策を推し進めるための財源でありますけれども、やはり来

年度、平成２８年度、この新型交付金がつくられるわけですが、これに当たってもう皆さ

ん心配しているのは、やはりこの交付金ができることによって、逆にほかの一般財源とか

が削られてしまうと。特に交付税がもう積み増しは要らないんじゃないかとか、そういう

議論、既に国の経済財政諮問会議のほうで地方財政というのが、何というか、合理化とい

うか、縮減の大きなテーマとして議論に上がっているようでありますので、決してそうい
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うことではないと。広島県、以前から何回か資料を出させていただいてますけれども、基

本的に我々が自由になる政策費というのは、１０数年前から比べますともう激減をしてい

ると。そのかわり、社会保障費等が大きく増嵩していると。そこを賄うために、我々が政

策費用を落として、何とか帳尻を合わせてるというような状況でありますので、そういう

状況で地方独自のこの地方創生をやれといっても、今回の交付金が来たとしても、それは

かつてあった我々のこのミーンズというか、この手段を少し回復してもらうぐらいのもの

であって、それでやはり十分とは言えない状況でありますので、その点はしっかりと働き

かけていくことが重要じゃないかなと思っております。以上であります。 

 

○溝口会長 ありがとうございました。 

 平井知事、お願いします。 

 

○平井知事 このたび、こうして伊原木知事に岡山県においてこの会議を設営していただ

き、本当にありがとうございました。すばらしいオーガナイズでございまして、感謝を申

し上げたいと思います。 

 先ほどもお話がございましたけれども、鳥取と岡山はあまりいいところがないけれども、

ただ、鳥取は最近いろんなことも始めたようだとのお話がありましたが、私どもから見ま

すと、岡山県、今日のようないい晴れの日があります。１割ほどでも山陰に分けていただ

ければありがたいと思います。また、地方創生ですけども、もういっそ、ないことを売り

にしようということで、最近戦略を変えまして、口先だけのキャンペーンを結構やったわ

けでございますが、そういう中で今週末にはスタバが来るとか、また、セブンイレブンも

鳥取県に進出を決めまして、本当に踏んだり蹴ったりなわけであります。（笑声）こうし

た、どうやってこれから地方創生を進めていくのか、手詰まり感もありますが、ぜひ皆様

のお知恵もいただきながら進めていければと思っております。 

 御意見については今、村岡知事や湯﨑知事からもお話がございました。もちろん提案者

の伊原木知事からもお話がありまして、大賛成でありまして、この際、ぜひ強くアピール

をなすべきではないかなと思います。 

 ただ、幾つか我々としても提言のポイントがあると思います。今、湯﨑知事がおっしゃ

ったことに関連しますけれども、やはりこれから６月に向けて新型交付金が焦点になると

思います。後ほどまた税財政の話がありまして、それで交付税のことも取り上げられると



 確定版  

－10－ 

思いますが、全体の財源の中でどのように新型交付金、地方創生の実質的なお金を担保し

ていくのかが大切でありまして、これは中国知事会としても特に強く訴えをしなければな

らないと思います。 

 さらに、その使い勝手のこともよく言われるわけでございます。既に昨年度の補正予算

段階から採択されました地方創生の交付金が出てきました。いろいろと、これについては

あまり不平を多く言うつもりはありませんが、ただ、やはり改善点もあるわけでして、柔

軟に対応すべきということも、やはり市町村の声もありますので、出していくべきではな

いかなと思います。 

 例えばこの地方創生の交付金ですが、既に採択をされて、各県に配分をされていますが、

そういう中でさらに追加的な交付金が出ることもあったりします。しかし、既に、私ども

の県はそういうことをやってないですけど、県によっては当初予算でそうした財源を見込

みながら予算を計上して、地方創生に積極的に取り組もうとされている地域もあるのです

が、この交付決定が決まる秋までは手をつけるなと国が指導してるんですね。これでは何

のために当初予算を組んで、地方創生の事業をやるのかということでございまして、塩漬

けになってしまっては意味がないわけでありますから、柔軟にその辺は先行着手を認めて、

後で財源振替を認めるぐらいのことはあってもよいのではないかなと思います。 

 事程左様でございまして、やや霞が関のロジックでつくってる面がありまして、本当の

地方創生なら気持ちよくその地方が使えるような、そういう枠組みをぜひ運用としても考

えていただきたいと思いますし、新型交付金でもそれを考えていただければと思います。

交付税のまち・ひと・しごと創生事業費が、せっかく１兆円もあるわけですが、これが減

らされては意味がないというのは湯﨑知事のおっしゃるとおりだと思います。 

 あと併せて、実質的な分散を図ることについて、国がやるべきこともたくさんありまし

て、それは果断にやっていただくことを求めるべきだと思います。先ほど伊原木知事がお

っしゃったような地方に企業を分散させることなど、山口県もおっしゃっておられました。

このようなことをやっていくための税制上の措置が、今は減資補填とかに限られています

けれども、もっともっと上を目指して、一国二制度的に本来はやってもいいのではないか

なと思います。また、研究機関や地方機関、政府の地方移転、こうしたことなど、今、よ

うやく枠組みが示され始めていますが、片方で大学の交付金を削ろうということもござい

まして、どうも財務当局と地方創生を進めるほうとベクトルが必ずしもかみ合ってないよ

うにも思います。ですから、そうしたところについては、特に中国知事会としても重点的
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に声を上げていただければと思います。 

 

○溝口会長 ありがとうございます。 

 私の方は全般的なことを申し上げますと、やはり財源の問題、非常に大きな問題ですね。

地方における人口問題は、特に昭和３０年代から４０年代にかけての高度成長期に若い人

がどんどん大都市周辺に出ていったという長い歴史の中で起こっておるわけでありまして、

それを巻き戻すわけでありますから、やはりそれには相当長い年月がかかると、腰を据え

たこの取組が必要ではないかと思います。そういう意味で、この中・長期的な手当てをど

のようにするのか。新型交付金を毎年度毎年度決めるということだけではなく、ある程度

一定の見通しを持つとか、あるいは交付税における措置もそうであると思いますけども、

そういうことが必要だろうと思います。 

 それから、この地方創生の中にイメージ的に入ってはいないもので大事なものがあるわ

けですけども、やはり産業振興などをしようとすると、道路などの社会的なインフラ整備

が大変重要なわけでありまして、基幹的なそうしたインフラは国の直轄事業とか、補助事

業でなされておるわけでありまして、直接は地方創生の枠組みの中に入ってませんが、国

の施策としてそういう点にも配慮していくということが必要だろうと思います。 

 それから結婚支援あるいは子育て支援、みんなそうでありますけども、実際の事業は地

方で行いますけども、財源の手当てなどはやはり国が行うとか、そういう面には配慮して

いただきたいと。 

 それから、分散を進めるためには、地方が産業振興とかいろいろ誘引をする努力はしま

すが、東京一極集中に見られるような集中をどうやって止めていったら合理的なのか、人

口的なことはなかなか難しいと思うので、そういう面についてはやはり国も一定の考えを

持って対応していく必要があるのではないか、そういう部門が遅れてるような感じがいた

します。 

 いずれにしても、そうした今、皆さんからお出しいただいた御意見はかなり、お配りし

ておりますこの伊原木知事から出されたステートメントにあるわけでございますけども、

ステートメント自身はこれでよろしゅうございますか。これを取りまとめまして、また国

などによく伝えていきたいと思います。 

 それでは、この議論はこの辺で止めまして、次の議題に入りたいと思います。 

 次の議題は、地方分権改革の推進についてであります。 
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 平井知事、お願いいたします。 

 

○平井知事 地方創生と車の両輪として地方分権も進めていかなければなりません。税財

政についてはまた後ほど別の項目での御議論もあろうかと思いますが、全般的な地方分権

改革について、アピールを中国知事会としても取りまとめるべきではないかと考えており

ます。 

 私も今、地方分権改革推進会議に出席させていただきまして、向こうでも議論に参画い

たしておりますが、大分、国の空気が変わってきたことは事実だと思います。それは地方

の声に耳を傾けて、今までできなかったことに取り組もうという方向性は生まれてきた。

その中で伊原木知事を中心に中国地方でも声を上げておりました農地改革について画期的

な改正も行われたところでございます。そうしたことなどを下敷きにいたしまして、これ

からぜひ地方分権改革を前進させていくべきだと、これが地方創生の実質的なエンジンに

なると考えております。 

 このペーパー、前文に続きまして具体的なところを書いておりますが、今、提案募集方

式を進めているところでありますが、これを使いやすい形で一層充実して、真剣に国とし

ても取り上げていただきたいというのが（１）でございます。 

 さらに、（２）にございますけれども、まだまだ不十分な対応もあるので、断固たる姿

勢をきちんと求めていきたいということでございます。 

 また、（３）でございますけれども、この提案の検討に当たりまして、地方の視点に立

って地方に移譲することの支障など、立証責任はそれぞれの県や市町村でやってくれとい

うのですが、もともとは国のほうの制度に不備があるわけでありますから、国のほうとし

てその辺は配慮しながら進めるべきではないかということでございます。 

 また、（４）でございますけれども、これについて、まだペンディング的に検討項目と

して残ったものもございます。そういう項目については、スピード感を持って取り組んで

もらいたいということです。 

 （５）は農地制度改革についてですけれども、市町村のほうに指定市町村という制度が

できまして、そちらで農地の転用の権限を持つ、従来にない部分も出てきました。県のほ

うは農地転用全般に権限を持つようになるわけでありますが、そのうちの市町村に指定権

限がもたらされるもの、こうした基準などまだはっきりしない部分があります。もちろん

国の法案審議が進んだ後ということかもしれませんが、地方の意見を適切に反映して、特
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に地方と協議をしながら、その詳細を詰めてほしいということであります。 

 ２番はさらなる地方分権改革のためということでありますが、ハローワークの地方移管

の議論が進んでおりません。これについては埼玉県と佐賀県で今、モデル的な権限移譲を

行ったところでございまして、その結果を検証して、この問題、結論を得るということに

なっているわけであります。実は鳥取県は独自にハローワークの開設を県でも２カ所でや

っておりますが、あまり支障があるわけではありません。従いまして、速やかにこういう

ものを移譲するように検討を進めてもらいたいということが１点目であります。 

 また、（２）でありますけれども、国、地方の協議の場を活用して、地方の意見を入れ

て、分科会等も考えながら、地方分権改革を進めていただきたいということです。 

 ３番目は、当然ながら権限が移ったような場合など、地方に財源が必要なケースがある

わけであります。これについての適切な財政措置が必要だということであります。 

 また、４番目でありますけれども、今日現在まだ一括法が成立をしておりません。国会

での審議がまだ継続中でありまして、ここに重要法案が出てくるようなことになり、この

成立が危ぶまれるということはあってはならないことであります。従いまして、中国知事

会としても一致協力してその早期成立を呼びかける、こういうことにさせていただきたい

という趣旨であります。 

 また、この一括法が成立しますと、さまざまな権限が、先ほどの農地のことなども含め

まして、都道府県のほうに移ってくるものがありますし、都道府県のほうで裁量権が増え

るものもあります。そうしたことについての詳細な詰めを早急にやっていただきたい、地

方と調整して進めていただきたいという趣旨でございます。 

 以上につきまして、地方分権改革の推進について御採択をお願い申し上げたいと思いま

す。 

 

○溝口会長 御意見等いかがですか。 

 伊原木知事。 

 

○伊原木知事 岡山県でございます。 

 先ほど平井知事からお話しいただきましたけれども、農地制度の見直しにつきましては、

地方六団体が一致団結をし、国に対して強く要請してきたことが実を結び、まだ大臣協議

が一部で残るものの、農地転用の許可権限の全てが移譲をされ、地方分権を進めることが
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できたのではないかと考えています。 

 岡山県は、広島県と並んでなんですけれども、この農地転用許可について、平成２０年

度までに特例条例により全市町村に事務権限を移譲しておりまして、毎年２，０００件ほ

ど事務があるんですけれども、全く問題なくそれぞれの市町村が事務を処理をいたしてお

ります。地方に任せたら大変なことが起きるんじゃないかという心配もあったんですけれ

ども、いや、岡山、広島ではもう数年にわたって粛々とこの事業が進められていて、特に

問題が起きていませんよということを言うことができたというのは大変ありがたいことだ

と思っています。 

 権限をもらって、それでそれがうまくいかない、我々のほうできちんとコントロールで

きないと、ほら見たことかということになりますので、この権限をもらった以上はきちん

と心配がないようにしていくっていうことも大事ですし、そういった実績を示して、また

地方で持ったほうがいいものについては積極的に権限移譲を求めていくということが大切

であろうと思います。ぜひともよろしくお願いします。 

 

○溝口会長 ありがとうございます。 

 湯﨑知事、どうぞ。 

 

○湯﨑知事 取りまとめありがとうございます。やはり、これから次のレベルに分権を進

めていくためには、このアピール文にありますように、この提案募集方式、これ一定の成

果もあったかと思いますので、これを充実させていくということが非常に重要なことじゃ

ないかと思ってます。 

 これはこのアピール文の中に追加をするという趣旨ではありませんけれども、今後その

具体的なやり方として検討してもいいのかなと思いますのは、実際にこの提案をしたもの

をどういうふうに処理をするのかということをもっとハイレベルに上げていくのが一案で

はないかなと。 

 具体的には、例えばこの国と地方の協議の場っていうのも２の（２）のほうでもあるん

ですが、これは政策の立案段階なんですが、例えばこの分権の提案に対する処理ですね、

考え方、なぜこれはいいのかとか、なぜできないのかというのを大臣が来てもらって、協

議の場に、そこで自ら説明をしていただくとか、そういったハイレベルのコミットメント、

説明できないことはもう大臣も説明しにくいんで、そういうようなことも考えていっても
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いいんじゃないかなと思います。 

 これはちょっと些細な例ですけれども、広島県では残業の縮減ということを進めるとき

に、従来は人事課がいろいろ説明して、これは何時間ですとか、この局は何時間ですとか、

原因はこういうふうに言ってますとかってやってたんですが、なかなか縮減しない。とこ

ろが、みんなの前で、なぜそれは減らないのかとか、どうなのかと局長に直接説明をさせ

ると、大きく減ったというような、そんな実績もありまして、説明責任を負うとやはりそ

れなりの実行を伴わなければいけないという気持ちが人間は起きるもんですから、そうい

うようなやり方もあるんではないかなと思っております。これは今後の御提案ということ

で。 

 

○溝口会長 わかりました。 

 村岡知事。 

 

○村岡知事 取りまとめをありがとうございました。そしてまた平井知事には、国の有識

者会議で大変、地方の立場で意見を言っていただいて、そしてまた伊原木知事には農地の

関係で大変御尽力をいただきまして、関係の知事さんの御尽力のおかげで、今、平井知事

からお話もあったように、だいぶ雰囲気が変わってきたということで大変うれしく思って

おります。 

 この提案募集方式というのも本当に画期的なことだと思いますし、是非これがもっとも

っと具体的な提案が実るような形、今まだ約４割は実現できなかったということでありま

すけれども、ここにも書いておりますように、今、湯﨑知事からもお話ありました、その

説明責任を相手方に負わせるという、そうしたことも本当に大切だと思っております。や

はり地方もそれぞれ必要があって制度改正を求めているわけでありますから、まずそれが

地方のニーズを踏まえているものだという前提に立っていただきたいと思いますし、もし

それで何か問題があれば、それは直接地方が受ける、まずは地方が受けますので、いきな

り国に行くのではなくて、まず我々が受けることでありますので、そこでしっかり適正な

形で運用がされるということが地方自治の仕組み上、担保されているというぐらいの気持

ちで国には思い切ってその権限の移譲をしていただきたいと思っておりますので、ここに

書いてある提案に、全く賛成であります。力強く国に訴えていく必要があると思っており

ますので、よろしくお願いします。以上です。 
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○溝口会長 私もこの提案、格別違った意見はありません。この提案方式をやっていくっ

ていうことはいいことでありまして、各省とやるわけですけども、政府の中で、各省が評

価したものをさらに評価するとか、そういう仕組みがないと、各省で上に上げてもなかな

か進まないっていう感じがしますよね。 

 

○湯崎知事 中にいた者としては、プロセスが容易に想像できるという。 

 

○溝口会長 だから、なかなか大臣に上げても同じことしか戻りませんから、政府内でそ

の叱咤激励するような部署がないといけませんね。それはどうなんですか。 

 

○平井知事 なぜ雰囲気が変わってきたかというと、地方分権を行う内閣府において、大

臣、副大臣、政務官が本気を出したんだと思うんですね。それで、先ほど湯﨑知事のお話

にもございましたけれども、大臣同士で農地の問題なんかもやったりしました。今までな

かったんですね。今までは溝口知事がおっしゃるように、政府の担当部局同士で話をして

も上には上げないし、一向に変わらないということが続いておりましたが、今回はその重

点項目を取り上げて、それについては政務の調整をやるということもしたわけでございま

して、これが効果があったんだと思います。ですから、そういう手続に是非多くのものを

載せていただきたいということを我々が求めていけば、実効性は上がってくるのではない

かと思います。ただ、やはり地方が言わないと国も動かないですから、我々は声を上げて、

その調子でやれるところはどんどんやっていこうと、叱咤激励していくのがいいと思いま

す。 

 

○溝口会長 わかりました。 

 御議論いろいろありましたが、この原案につきましては、御意見はないと思いますので、

政府の中で地方分権を推進する部局が各省の評価を再評価する。さらに我々も必要があれ

ば各省と話をする。そのようなことを強く進めていく必要がありますね。これはこの提案

とは別にまた考えていったらいいと思います。よろしくお願いします。 

 それじゃあ、この提案につきましては、議論はよろしゅうございますね。 

 それでは、次へ移ります。 
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 ３番目は、地方税財源の充実についてであります。これは島根県の方でまとめましたの

で、私から説明をいたします。 

 まず、全般的な話としまして、平成２７年度の地方財政計画におきまして一般財源総額

は地方税の増額を見込むことで１．２兆円の増となりましたが、臨財債は依然として高い

水準にあるなど、地方財政の構造的な問題は解消されておりません。また、今年２月に閣

議決定された平成２７年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度におきまして、国、

地方を合わせた基礎的財政収支を２０２０年度までに黒字化する目標を堅持し、今年夏ま

でに目標達成に向けた具体的な計画を策定するとされております。地方は国に先行しまし

て行財政改革を行っており、国の目標を理由に地方交付税の総額を圧縮するといったよう

なことは到底許容できるものではありませんで、地方創生の流れに逆行するものだと思い

ます。 

 社会保障と税の一体改革につきましては、おおむね予定されていた制度改正等はなされ

ておりますが、消費税１０％への引き上げが延期される中で、社会保障関係費に対する財

源確保が懸念される状況にもあります。地方におきましては、厳しい経済環境のもと、み

ずからもさらなる歳出削減に努めながら、産業振興、地域の活性化、雇用の確保、医療、

介護、子育ての充実、教育振興等、地方創生に全力で取り組んでいく必要があります。真

に地方分権時代にふさわしい国と地方を通じた税財政制度を確立するため、次に記載をさ

れています事項を強く要望していきたいということであります。 

 たくさんありますから、主要な部分だけ申し上げますが、１の地方財政の充実強化につ

きましては、（１）で地方の財政需要を地方財政計画に的確に反映し、必要な地方一般財

源総額を確保することが大事でして、これから夏にかけて政府で作成される骨太方針にこ

れが反映されなければならないと思います。なお、経済財政諮問会議において、県民１人

当たりの行政コストが低い自治体をベースに、交付税措置を見直す動きがありますが、県

民１人当たりの額で見直すことは、過疎地域・離島等の条件不利地域を抱える自治体など

の実情を踏まえない地方交付税の削減に繋がるものであり、行うべきではありません。 

 ２番目に、交付税の法定率の引き上げと臨時財政対策債による措置の解消が必要であり

ます。臨財債の、あるいは補正予算債等元利償還金の約束分につきましては、交付税財源

を別途加算する必要があるということであります。 

３番目は、中小企業対策や雇用安定確保など、地方の財政需要に対応した十分な財政

措置がなされるまでの間は、歳出特別枠の維持など、必要な措置を維持する必要があると
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いうことであります。 

 それから、既に議論になっておりますが、地方創生に向けた地域課題解決のためには、

産官学金労の連携など、総合的な取組を継続的に実施する必要があることから、新型交付

金は既存の地方向けの補助金を寄せ集めて振りかえるのではなく、持続的に大胆な規模の

財源を上乗せ確保するとともに、適切な目標管理の上で地方が工夫しながら、柔軟に活用

できる制度とする必要があります。また、地方の実情を踏まえた施策を着実に実施できる

よう、まち・ひと・しごと創生事業費を拡充し、必要な財源確保を図る必要があるという

ことでございます。 

 ７番目の法人課税の見直しにつきましては、法人実効税率を２０％台まで引き下げる場

合には、地方交付税減収分も含め、必要な地方税財源を十分確保し、恒久財源を確保する

ということが必要であります。その際、地域経済や雇用を支える中小企業へ大きな影響が

出ないよう、慎重に検討する必要があるということです。 

 ８番目でありますが、地球温暖化対策のための税の一部地方税財源化や森林、林業活性

化のための交付金を創設するなど、地球温暖化対策に地方が果たす役割に応じた税財源の

確保が必要であると。 

 １０番目でありますが、平成２７年度までとされている退職手当債の発行に係る特例措

置について、平成２８年度以降の継続が必要であるということです。 

 大きい項目の社会保障と税の一体改革でありますが、（２）番目、国民健康保険の都道

府県移行については、将来にわたり制度の安定的な運営と持続可能性を担保する措置を構

築すること。さらに小児医療費の個人負担を地方単独事業で助成する場合に、国民健康保

険の国庫負担等の減額する措置を廃止すべきであるということ。 

 それから５番目でありますが、地方法人税の交付税原資化にあたり、不交付団体の減収

分の地方財政計画への計上、財政力の弱い団体へ配慮した配分が必要だということであり

ます。消費税と地方法人課税との税源交換等、偏在性が少なく、安定的な地方税体系を構

築する必要があると。制度設計に当たっては、国と地方が十分な協議をする必要があると。 

 ６番目のマイナンバー制度の導入に伴うシステム及びネットワーク構築、改修や維持管

理費については、原則として国が負担を行う必要があるといったことでございます。 

 御意見等をお伺いいたします。 

 どうぞ。 
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○村岡知事 取りまとめありがとうございました。いずれも重要なことだと思っておりま

すので、これはしっかりと国に言っていく必要があると思いますし、特にこれから国が財

政の健全化ということでまた力を入れてくると思いますので、その中のターゲットの一つ

が地方財政になっているということを大変心配をしています。 

 特に一般財源の総額の確保をしっかりと求めていかなければいけないと思いますけれど

も、例えば、国の議論が危ういなと思って見ておりますのが、５月の１２日に諮問会議の

民間議員がペーパーを出しており、その中でも国と地方のバランスということを言ってい

て、地方財政というのはこれから財政収支で見て黒字化していくんだと、より厳しい財政

状況にある国とのバランスをどう考えるんだということを書いているわけです。要するに

地方よりも国の方が厳しいのだから、地方財政をもっと抑えると、そういった方向に持っ

ていきたいのだと思うのですが、これも非常に危ない議論だと思っておりまして、国はも

しお金が足りなければ特例公債を発行して赤字を増やしてそれを賄っていけるわけであり

ますけれども、地方財政は例えば一般財源総額を抑えられていくと、これは歳出を抑える

しかないわけですね。国のように借金をして歳出を賄うことはできないので、歳出削減を

するしか方法がないわけであります。 

 そういう中で過去１０年間を見てみても、国はどんどん歳出を拡大しておりますけれど

も、地方財政というのはほとんど社会保障なども増えていく中で変わらない規模でやって

きているわけでありますから、当然その歳出削減というのは地方の方が努力をしてやらな

ければいけない状況を強いられているわけです。そういう財政構造にありますので、国は

当然、その借金もどんどん増えていきますし、そういう面では厳しい。地方は歳出、頭打

ちがある中で、過去の借金を全部返さなければいけないということですから、当然その全

体を抑えられる中で財政収支という面では改善をしていくわけです。そういう中にあって、

さらにそれを地方財政の方が余裕があるということで抑えられると、またさらに地方財政

の方が見かけ上は健全化をしていって、もっともっと、じゃあ、国と比べて地方がいいで

はないかということでその論理がぐるぐる回っていくわけです。非常に危ないというか、

この財政の仕組みの違いであったり、そうしたことを無視して、またこれまでの歳出削減

の努力を度外視して、一見わかりやすい理屈に持っていっている部分というのは非常に危

ういと思っていますので、ここはよく気をつけなければいけないし、しっかりと地方がこ

れまで歳出削減してきたということを、国と比べてかなり抑えてきているということをし

っかりと主張していかないと危ないと思っております。 
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 同じペーパーの中でも、今年色々な議論があると思いますけれども、交付税の算定も低

コストの団体に合わせるということを言っているわけでありますが、それを地方財政計画

に反映するということですので、費目別に見て経費が少ない団体を標準として、全体をそ

れで抑えていこうということにもなっていきかねないということで、大変そこを心配して

いるわけであります。 

 今、地方創生ということで、先程湯﨑知事も言われた、今までずっと抑えてきた部分を、

ようやくそれが少し戻るというふうになってきている。やらなければいけないことは幾ら

でも地方ではあるし、もっとお金があれば効果のあることは幾らでもできるわけですけれ

ども、それが今、全体として、一般財源が抑えられている中で、そこができないという状

況でありますので、是非そこを、これから地方創生を進めていく上で拡充するということ

を強く求めていく必要があると思います。逆に国は、今までの分を抑えるというぐらいの

勢いで言ってくることを本当に心配しておりますし、そうなりますと、地方創生も全くそ

の取組が何もできなくなってしまうということでありますので、是非この財源の問題、今

年これが、議論されると思いますので、しっかりと注視していかなければいけませんし、

強く訴えていかないと大変危ないと思っておりますので、これは是非強く我々全体として

訴えていければと思っております。以上です。 

 

○溝口会長 平井知事、どうぞ。 

 

○平井知事 今の村岡知事の御意見に賛成して、島根県の原案に全面的に賛同するもので

ございます。 

 私も先般、自由民主党の財政再建に向けた特命委員会に呼ばれまして、知事会の考え方

を述べてまいりました。空気があまりよくないと思います。当日呼ばれてたのは、地方六

団体と、それからいわゆる医歯薬の三師会でございまして、社会保障と地方財政をターゲ

ットにしていると言わんばかりのヒアリングでございました。 

 今も村岡知事のほうでお話が出てましたけれども、ドラスチックな、地方財政の懐に手

を突っ込んでくるようなことを考えている、そういう経済財政諮問会議の委員などもいら

っしゃいまして、決して予断を許さないわけであります。６月に骨太の方針なり、それか

ら財政再建に向けたシナリオが示されることになっていまして、今、逼迫した時期であり

ますから、ぜひこのアピールを採択していただきたいと思います。 
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 今の状況から考えますと、地方創生をしなければならないと地方に呼びかけているわけ

です。それは別に国の金だけでできるわけではなくて、地方の交付税なり一般財源、地方

税も含めてそれでやっていくことが主でございます。ですから、この地方一般財源の総額

を抑えてしまうというのは地方創生のいわば火を消してしまうことにほかならないわけで

ございまして、断固これには我々も対峙していかなければならないと思います。 

 おかしなキャンペーンが多分もうすぐ始まりまして、地方財政は無駄が多い、行政改革

は進んでいないと言わんばかりのことが出てくると思いますが、実は地方のほうが公務員

の総数を抑制したり、人件費を抑制したり、また不要不急の仕事をやめたり、それぞれ血

を流してきているわけでありまして、国のほうこそ、そうした自らを律するものがあるの

だろうと思います。国、地方を通じた基礎的財政収支の黒字化を図ることに賛成するもの

でありますが、その手法として、今まで一生懸命やってきた地方の懐に手を突っ込むので

なくて、国の中でまず考えるべきことがあるだろうと主張すべきだと思います。 

 

○溝口会長 伊原木知事。 

 

○伊原木知事 この島根県で取りまとめていただいた地方税財源の充実についてというと

ころで、一部修正を入れさせていただきました。１ページ目の真ん中あたり、この、「こ

うした中、地方においては、厳しい経済環境のもと、自らもさらなる歳出削減に努めなが

ら」というフレーズを入れていただいたわけでございます。これも本当に悩ましいことで、

私自身も考えがまとまっていないんですけれども、１年前、この地方公務員のラスパイレ

ス指数、何か国がぼんと下げたから地方がすごく上がったじゃないか、じゃあ、国に揃え

ろっていうふうに無理やり言われたときに、湯﨑知事がまとめてくださった資料っていう

のは、本当に説得力のある話で、これまで地方がこの１０年以上頑張ってきたんだという

ことをデータで示されていたわけであります。岡山県もつい１０年前まで６，０００人い

た県庁職員を４，０００人以下にして、しかもその期間、給与カットもしたり、もしくは

以前１，５００億円程度あったいろいろな事業費、公共事業費を今、３分の１に抑えて、

もう本当にぎりぎりのやりくりをしているということを私自身、中に入って初めてわかっ

たわけであります。またさっき村岡知事がおっしゃられたように、国は借金できる仕組み

になってる、赤字国債の特例公債の法案のことは別として、県のほうはそもそも借金でき

ないような仕組みになっている、ということですから、それをもって余裕があるっていう
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ふうに言われたら、本当に不思議というか、勘違いしてるんじゃないかっていう思いがあ

ります。あと私、民間企業の経営者をしたり、外資系の会社に勤めたりしてた経験からし

て、外から、例えば日本の外から日本を見た場合に、この国家財政というか、国の抱えて

る借金、公的債務がＧＤＰの２倍を超えている状態、ここまで日本がＧＤＰ対比で借金を

抱えたのは太平洋戦争のとき以来で、しかもそのときには、戦争が終わればそれ以上借金

ふえなかったんですが、今の借金は社会保障費ですから、毎年毎年このペースでふえてい

くわけで、この状態は本当に日本の抱える最大のリスクの一つではないかということもま

た事実でありまして、もしそうなったときに地方はものすごいダメージを受けるのではな

いかという心配もございます。 

 じゃあ、そしたら、おまえどうするんだって言われると、非常に悩ましいわけなんです

けれども、この国に対して、このアピール、これはもう地方の立場からすれば当然であり

ますし、国に対してぜひ、財政再建を頑張ってほしいし、何か提案があれば、我々も真摯

に検討をするし、もしかしたら我々のほうから何か、ここのところは削れるんじゃないか

みたいな提案までできればいいなと思いつつ、自分では具体的に出てこないんですけども、

一国民としては、なかなかこれは言えないと思っていたことが、知事は４７人しかいませ

んから、何か我々が、全体最適のためにできるのではないかという思いも持って、このワ

ンフレーズを入れさせていただきました。じゃあ、おまえ何言いたいんだっていうことに

なると腰砕けなんですけれども、ぜひそれぞれの財政をよくしていきたいと思っておりま

す。 

 

○溝口会長 ありがとうございます。 

 湯﨑知事。 

 

○湯﨑知事 この地方税財源の充実についての提案については賛同を全面的にしたいと思

います。それで我々も皆、もう意識は共有しているなと改めて思うわけですけれども、本

当に地方がこれまで身を削るようにして、この歳出削減あるいは財政健全化に取り組んで

きたにもかかわらず、あるいは我々各県、非常に県債が多くはなっておりますが、それも

もともとをただせば、国の経済対策、これをやれと言われて一生懸命やった結果がまだ残

っているという、そういうことも含めて考えますと、本当に地方に切り込んでいくってい

うこと自体が私はお門違いではないかなと思ってます。 
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 他方で、国の経済財政諮問会議の委員と話をすると、先ほど平井知事もおっしゃったか

と思いますけども、「いや、地方はやっぱり無駄が多いよね」とか、「頑張ってるところ

に合わせるべきじゃないか」とか、少し、事実もあるんだけれども、少しこの歪んだ角度

からの主張が、国の戦略というか作戦に入ってるなっていうようなところがやはり多々あ

ると思います。 

 そういう意味で、今後さらにそのキャンペーン的な展開といいますか、プロパガンダが

展開されるだろうなというのが、やはり一つは交付金をつくったんだからいいじゃないか

ということと、それから、交付税は地方財政の赤字補填である、だから赤字を減らす努力

をせよという、こういうおかしなプロパガンダがまたやはり今回も出てくるんじゃないか

なと思っております。それに対抗するというのを、やはりこの中国知事会はもちろんです

けども、我々からまたさらに全国知事会にも言って、全国知事会ベースでそういうプロパ

ガンダに対抗する方策を我々自身でもやっていくべきというか、やっていかなければ、今

回はかなりやられる可能性があるんじゃないかなと、地方の税収が上がってることも含め

てやられるんじゃないかなと思っております。そういう意味でしっかりと作戦を練って対

応するべきかなと思います。 

 それからちょっと個別の話ですけれども、この社会保障と税の一体改革のところで、今

後、市町村国保が都道府県単位の運営に移行していくということになるわけでありますけ

れども、これについては、準備をしっかりしていくという必要がありますので、具体的な

作業スケジュールであるとか、あるいは都道府県が定めることとなる市町村ごとの分賦金

であるとか、標準保険料率の算定基準などの情報、あるいは支援ツール等あれば、早期に

提供してほしいと思っています。 

 それから、市町村国保に対して国が財政的な措置をするということが決まりましたけれ

ども、医療費はもう毎年増えていくというものでありますので、この辺についても継続的

にしっかりと財政措置を講ずる必要があるということをしつこいぐらいに強調していかな

ければ、先ほどの我々の政策的費用が減っている要因であるこの社会保障費をさらに我々

が大きく負担をして、さらに政策的経費が減っていくという、国の財政措置全体は増えて

いるので、何か地方がぜいたくをしているように見えるという、変な話に振られかねない

ので、そこをしっかりと言っていく必要があると思っております。 

 

○溝口会長 わかりました。 
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 皆さんと同じ考えでこの案をまとめております。しかし、この主張をどうやって通して

いくか、どうやって国にわかってもらうのかっていうのは難しい課題です。これは知事会

としていろいろやっていく必要もあろうかと思います。いろんな努力をしながらやってい

きたいと思います。 

 それじゃあ、案文自身はよろしゅうございますか。 

 それでは、この案について了承されたということで、次の案に参ります。 

 ４でありますが、これは村岡知事からの提案でよろしくお願いします。 

 

○村岡知事 ありがとうございます。地域の産業競争力強化のための基盤整備についてと

いうことで提案をさせていただきます。 

 政府の経済財政に向けた取組によりまして、好循環が生まれ始めているとされています

けれども、中国地方においてもまだ実体経済への波及という点では限定的ではないかと思

っております。そしてまた、「まち・ひと・しごと創生総合戦略」でも指摘されています、

人口減少が地域経済の縮小を呼んで、地域経済の縮小が人口減少を加速させると、そうい

う負のスパイラルに陥るリスクを回避して、人口減少と地域経済の縮小を克服する、その

ためには、国の地方創生の動きに呼応して、企業の地方移転や雇用の場を確保するといっ

たことなど、地方への新しい人の流れをつくることが必要でありまして、地域の産業力強

化によります活力ある地方の創生が急務であると思います。 

 そのためには、中国地方の地域資源を有効に活用した産業振興や観光振興などによって

経済の好循環を拡大し、そして地域経済の再興を進めていくということが重要でありまし

て、中国地方全体の産業や交流基盤、あるいは国際競争力のさらなる強化に資するインフ

ラの整備と機能の強化、そして地域間のネットワークの構築が不可欠であります。 

 そういった観点で、６つの項目について要望することとして提案をさせていただきます。 

 １つ目は、高速道路ネットワークの早期整備であります。高速道路ネットワーク、これ

は社会経済の発展のためには不可欠で最も基本的な社会基盤であると思います。高速道路

の整備は、迅速、そして円滑な物流、人流の実現によって、沿線の観光地の入り込み客数

の増加、そしてそれに伴う消費の拡大などの観光面での効果、あるいは産業面でのその販

路の拡大、出荷量の拡大などの効果、さらには企業立地の促進ですとか、新しい雇用の創

出という効果が期待できるわけであります。そういう中で、中国地方には山陰道の供用済

み区間が、いまだ４割にとどまるということなど、依然として高速道路のミッシングリン
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クが存在をしておりますので、必要な予算の確保、そして事業中区間の一層の整備の促進、

あるいは未着手の区間の早期事業化を図るように強く要望する、これが１点目であります。 

 ２つ目は高速道路の利用の促進でありまして、円滑な物流の確保、交流人口の拡大によ

ります地域の活性化、連携強化、こうしたことを図るためには高速道路の一層の活用に向

けて利便性の向上、あるいは料金制度のさらなる改善を求めるものであります。 

 そして、３つ目は地域高規格道路等の整備促進ということでありまして、地域の交流連

携の強化、あるいは広域的な交通拠点であります空港、港湾等へのアクセス性の向上に資

する地域高規格道路や主要な国道、地方道について整備を促進していくものであります。 

 ４点目、高速鉄道網の整備でありまして、中国地域の発展と交流の活発化を図るために、

そしてまた今後の大規模災害に対応できる国土基盤を構築する観点からもこの検討につい

て要望するものであります。 

 ５つ目は、地方空港への航空路線網の維持・拡充であります。地方の航空路線の維持・

拡充につきましては、大都市圏と地方の流動性を高めるということと、そして今後さらな

る増加が期待されます訪日外国人への対応も加えて、観光振興ですとか、産業振興により

ます地方経済の再生に向けて重要でありますので、国において格段の配慮が講じられる必

要があると考えます。そしてまた、広島空港でのアシアナ航空機の事故を受けまして、そ

の早期復旧についても要望をしていきたいと思います。 

 最後に６つ目、港湾の整備促進等であります。中国地方の産業の国際競争力強化に向け

まして、港ごとに異なる企業ニーズですとか取扱貨物の動向などに配慮をしつつ、国際拠

点港湾をはじめとする港湾の整備を計画的に推進するために必要な予算の確保を国に要望

する必要があります。そしてまた、近年、中国地方への寄港が大幅に増加しておりますク

ルーズ船、この誘致を促進するために、港湾施設の観光交流拠点としての機能強化も必要

と考え、求めていくものであります。 

 以上のとおりでありますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 

○溝口会長 コメント等いかがですか。 

 湯﨑知事。 

 

○湯﨑知事 広島空港におけますアシアナ航空機の事故につきましては、多くの皆様方に

御心配をおかけいたしまして、大変申し訳ないと思っておりますけれども、今回、こうい
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う形で、いわゆるこの計器着陸施設のＣＡＴ－Ⅲｂというものを復旧することを入れてい

ただきましてありがたいと思っております。広島空港には他空港には就航してない路線の

便もございますし、このたび香港の路線も、週２便ではありますけれども、復活をすると

いうようなことも予定をされております。そういう意味も含めまして、このＣＡＴ－Ⅲｂ

の復旧の働きかけをよろしくお願いしたいと思っております。 

 それからもう一つは、この港湾のほうですけれども、今、船舶の大型化が進んでいる中

でなかなか我々が対応し切れていないというような面がございまして、やはり国際バルク

港湾を特定貨物輸入拠点港湾に指定していただければと思っておりますし、今度、実は広

島に今年から大型客船が入港するということになっておりまして、世界で２番目に大きい

１６万トンの船が入る予定になっております。行く行くはまた２２万トンの客船も入ると

いうふうな方向で進んでおりますけども、こういった大型客船の受け入れ環境、これはさ

まざまございます。港の問題もちろんありますけれども、ＣＩＱの問題とかいろいろあり

ますので、そういった面の検討もお願いしたいと思っております。 

 それからミッシングリンクについては、これは私も単独で国と議論するような機会には

必ず申し上げておりますけども、やはり地域の基礎的な基盤であるこの高速道路っていう

のは、何といいますか、もう最低限の保障事項じゃないかと思いますので、引き続き力を

入れて主張していく必要があろうかと思っております。 

 この提案については、全体これで賛同させていただきたいと思っております。ありがと

うございます。 

 

○溝口会長 どうぞ、平井知事。 

 

○平井知事 広島空港の事故については、心からお見舞いを申し上げ、中国地方全体とし

てもその早期復旧を国に働きかけるべきだと思います。今、観光も広域化をしておりまし

て、昨年の夏も広島空港と米子鬼太郎空港のタイアップによりますプログラムチャーター

で、確か２，３００人ぐらいのお客様を運んでこられました。事程左様でございまして、

全体として効果を有するのは空港、あるいは港という存在でございまして、これに対する

国のきちんとした財源配分を求め、果断に進めるべきだと思います。やはり他地域と比べ

てまだまだ中国地方、特に港などの整備は遅れているところも多うございまして、日本海

側にも今お話のあった「クァンタム・オブ・ザ・シーズ」がこの夏入ってくることになっ
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ており、さらに「オアシス・オブ・ザ・シーズ」も視野に入れているわけであります。確

かに入れることは入れますが、ソフトインフラに当たるようなＣＩＱなども含めて、やは

り条件整備が必要だと思いますので、一致をして取り組めればと思います。 

 また、高速道路もミッシングリンクがあちこちにございます。これを是非つないでいく

べきだと思いますが、このたびも尾道から松江に抜ける道路ができましたら、確かに経済

効果がございました。伊原木知事にもお世話になりまして、鳥取自動車道が開通しました

ら、沿線に張りつく企業の立地もやはり顕著に変わってきたと思います。東海地方あたり

からもやってくる企業が出てきておりまして、このようなことから、やはり地方創生の前

提として、インフラ整備が必要であることを強調すべきだと思います。 

 あと今、北陸新幹線が開通をしまして、非常に多くのお客様が、海外も含めて、北陸へ

と流れているわけでございますが、交通弱者や海外のお客様なども含めますと、やはり高

速鉄道網の整備がどうしても必要なんだと思います。これは別にフル規格の新幹線に限ら

ないと私は思います。現実的な選択肢を見て、鉄道の高速化を働きかけるべき時期に来て

いると思いますし、実はこの中国地方以外の他地域ではかなりこの議論が進んでいまして、

中国地方でまとまった声を上げなければ、なかなか国全体での議論に向かっていけないの

ではないかと思います。実は溝口知事ともお話をさせていただき、地域の単独事業で、２

ルートについて鉄道の高速化に向けての調査を今やってる真っ最中でございます。これに

ついては伊原木知事のほうからも岡山県の出捐部分もございまして、調査を進めているわ

けでございますが、ぜひこれを国としても正面から捉えて、鉄道の高速化を積極的に進め

る方向に舵を切っていただければと思います。 

 

○溝口会長 伊原木知事。 

 

○伊原木知事 この御提案に全面的に賛同いたします。いや、さっき財政再建の話、した

ばっかりだろうみたいな話になるかもしれませんけども、私自身、この立場でいろいろ勉

強させていただいて、逆にびっくりしたのが、非常に投資効果の高いものまで随分時間が

かかっていることが多いなということであります。岡山県でいえば、例えば水島港の、先

ほど湯﨑知事からもありましたが、この航路がきちんと現在の船舶の大型化に対応できて

るかどうかというのは、瀬戸内に立地するそれぞれの工業地帯、工場にとってはもう死活

問題でありまして、乗りかえをしなければいけない、非常に不便なことになっている、コ
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ストが上がる、これでは海外に出たほうが、むしろ生き残りのためには必要だ、というこ

とになったときの打撃がどうなるのか、国全体の税収どうなるのかということでいえば、

これは我々がお願いすることというよりも、これも投資ですので、経費ではなくて、ぜひ

こういった必要な、将来のための投資をして、我々が一生懸命仕事をして、雇用をつくっ

て、税収を上げるためのお手伝いは、してもらわなきゃ困ると思っております。 

 また、高速道路についても、例えば岡山でいえば、岡山道がまだ暫定２車線の箇所が残

っていたり、随分まだまだ整備できていないところがあるなというのが実感でありますし、

道路はつながって初めて意味のあるものでありますので、それぞれのミッシングリング、

ぜひつなげていただくように強くお願いしたいと考えています。 

 

○溝口会長 ありがとうございます。 

 私もこの提案に賛成でございます。 

 それじゃあ、この山口県からの御提案、よろしゅうございますか。 

 それじゃあ、次に移ります。 

 大分時間が押してまいりましたので、若干早目に次の議題に移りたいと思いますので、

よろしくお願い申し上げます。 

 防災・減災を湯﨑知事。 

 

○湯﨑知事 防災・減災について広島県から御提案させていただきたいと思います。簡潔

にやらせていただきます。 

 まず、私どもから、改めまして、昨年の８月豪雨の災害において中国地方各県からさま

ざまな御支援をいただきましたこと、御礼を申し上げたいと思います。被災地の一日も早

い復旧、復興に向けまして引き続き災害復旧を図ってまいりたいと思っておりますし、ハ

ード・ソフトが一体となった防災・減災対策、非常に重要であると思っておりますので、

次の項目について国の対応を求めていくというものであります。 

 まず１番ですが、この平成２６年８月豪雨による災害を踏まえまして、本県では災害死

をゼロにするという新しい目標を掲げまして、自助・共助・公助が一体となった取組を進

めてます。こういった取組を強力に推進するためには、国におきましても、防災・減災対

策として防災意識の醸成や、自主防災組織、消防団等の活動の活性化等のソフト対策を充

実する必要があると考えておりますので、国に対して財政措置を求めるというものであり
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ます。 

 ２番でございますけれども、総合的な土砂災害対策の推進、これはやはり昨年の土砂災

害を踏まえまして、まず１点目としては、被災地では地盤の緩み等もありますので、より

少ない降雨で土砂災害が発生をするということが懸念されます。そのためにも、被災地の

復旧が早期完了するように特段の配慮をお願いしたい。また、それ以外の地域におきまし

ても、砂防、治山、こういった事業が着実に推進されるということが非常に重要でありま

すので、この特段の配慮をお願いしたいと。また、土砂災害防止法に基づく基礎調査を早

期に５年以内に終えろということになっておりますけれども、この基礎調査に係る交付金

につきまして、しっかりと国のほうでも所要額を確保して、地方の実情に即した配分とな

るようにお願いしたいと思っております。 

 また、３番でありますけれども、この災害に強い国土づくりでありますが、一つは、こ

の治山、高潮対策の推進、また、砂防事業を含む土砂災害対策の推進、そして道路、港湾、

空港、ため池等の耐震化の推進、また建物の耐震化促進について、さらにはリダンダンシ

ーを確保するために災害に強い道路ネットワークの構築というものを求めていきたいと思

っております。 

 それから４点目でありますけれども、気象・火山の監視、予測システム強化ということ

で、一つは、局地豪雨などの自然災害を早期に予測をするために、そういったこと予測を

して情報提供をするシステム、こういったものを早期に開発をお願いしたい。また、Ｘバ

ンドＭＰレーダーございますが、これを山陰地方に早期に拡充をするべきであろうと。そ

れから、１２時間から２４時間先の降水予測ですね、これの精度を高めていただきたいと。

それから火山災害、中国地方にも火山ございますので、これから人命を守るためにも監視

体制の強化や噴火予知に関する技術開発を進めていただきたいというふうに考えておりま

す。 

 それから５点目でありますけれども、社会資本の適正な維持管理の推進につきまして、

施設の維持管理に係る国庫補助の大幅な拡大、それから必要な財源確保をお願いしたいと

いうことと、地方のこの要望を十分に反映をして、その実情に即したこの配分を行ってい

ただきたいといったことを求めてまいりたいというふうに思っております。以上でありま

す。 

 

○溝口会長 ありがとうございます。 
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 御意見等よろしゅうございますか。これについては大変大事な課題でございますけども、

共通の認識がありますので、広島県の提案でやっていきたいと思います。 

 次に、６番目の農林水産業、ＴＰＰをはじめとする貿易交渉についての対応でございま

す。 

 平井知事、お願いします。 

 

○平井知事 それでは、農林水産業と環太平洋地域連携協定（ＴＰＰ）についてでござい

ますけども、まず１ページ目の下のほうでありますが、農林水産業、これを成長産業とし

てこれからやっていくのに課題も多く抱えているわけでございます。そこで、国の責任で

地方の実情に応じた担い手育成や産地形成など、積極的な施策展開と財源確保を図っても

らいたいというのが第１点目であります。 

 第２点目でありますが、ＴＰＰ交渉についてであります。地域経済の活性化につながる

ものとすることが一つ、それから我が国の食料安全保障や農林水産業への影響、これに十

分配慮しながら慎重に進めていただきたいということが（１）であります。（２）につき

ましては、そういうことから、地方の意見を反映させながら国民合意を得て慎重な判断を

してもらいたいということ。特に農林水産業への影響に全力を尽くしていただきたいとい

うことでございます。（３）は、特に今のＴＰＰ交渉の影響を受けると言われております

畜産につきまして、肉用牛肥育経営安定対策事業をはじめとした価格安定対策、さらに飼

料、餌の対策、こうしたことに具体的な対策が是非とも必要だと、これを強調させていた

だきたいということであります。 

 ３点目は、水田フル活用などの米政策でございますが、（１）のほうは直接支払交付金

の財源確保、産地交付金の柔軟かつ必要な事業確保についてであります。（２）は米政策

であります。昨年は米の価格の下落が大問題になりまして、これ自体はたぶん国の失政だ

と言ってもいいと思います。いずれこれが、さらに食管制度的なものが廃止をされ、自由

化がさらに進むというシナリオになっていますが、収入保険でやると言っているわけです

が、それが本当にセーフティーネットにならないと意味がないわけでありまして、それに

ついて事前にくぎを刺しておこうというのが２番目でございます。 

 次のページの４番目、日本型直接支払制度については、予算確保や事務負担の軽減、５

番目につきましては、農地の集積が思うように進んでおらず、全国的に２割と言われてま

すが、農地中間管理機構につきまして予算確保、あるいは制度の運営についての配慮、こ
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れを求めるものであります。 

 ６番は、例えば農協改革など、今、非常ににぎやかしく制度改革がなされていますが、

現場への配慮、これが必要ということ。また、それから、農業委員会、農業会議から移行

するネットワーク、この運営費についての財源確保をお願いしたいということです。 

 ７番目でありますけども、林業、木材産業につきまして、財源の確保や成長産業化につ

いてお願いするものでございます。 

 最後のページに入りまして、あと「また」のところでございますが、これも造林補助制

度の見直しや、総額確保、林道などの確保についてであります。 

 ８番目は、動物の感染症についての広域的な防疫体制の整備でございます。これは先般

も中国地方でも発生が岡山等でございましたけども、また過去も山口だとかいろんなとこ

ろで起きておりますが、こうした鳥インフルエンザをはじめとした防疫については、１県

だけの対応ではなかなか難しいということで、これまでも地域間協力も進めてきたところ

でございますが、そうした体制づくりが必要ではないかということです。特に必要な資機

材などの問題もございまして、国で早期にそうした体制整備を図っていただきたいという

ことであります。 

 

○溝口会長 ありがとうございました。 

 御意見等、伊原木知事。 

 

○伊原木知事 いや、もう全くこの提案に賛同いたします。鳥インフルエンザに関しまし

てちょっと追加のコメントをさせていただきたいと思っております。今年１月の鳥インフ

ルエンザでは、広島県の皆さんに大変御心配をおかけし、また鳥取県から資材をお借りす

ることができまして、自分たちで買ったときには４８時間かかったんですけれども、お借

りするのはその半分の時間でよかったということで大変助かりました。もともと５万羽を

想定して、いろいろなマニュアルが組まれてるというわけなんですけども、今回２０万羽

だったということで、殺処分で４日、防疫措置完了までに８日間、延べ６，０００人以上

を要しました。これも２４時間体制でやったにもかかわらずということでございます。 

 本県では、この防疫対応の中から得られた課題をもとに見直しのポイントを定めまして、

県本部体制の見直し、外部団体との協力体制の見直しなど、いろいろな見直しに取り組ん

でおります。その中で、例えば今回鶏舎が幾つもあって、密閉型、本当に一番対策のでき
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たところで発生したっていうことで、全部殺処分をしたわけなんですけれども、実際に、

その鶏舎以外からは出てこなかったんですよね。この疑似患畜が。ですから、もしかした

らほかの鶏舎については、様子を見た上で対応ができたのかもしれないと。それがどれぐ

らい離れていれば、どういうふだんの対応ができてればそうするべきなのか、調べるべき

ことはいっぱいありまして、とにかくリスクを抑えるっていうことで、ちょっとでも心配

だったら全て殺処分だっていう考え方もあるんですけども、例えば経営が別である鶏舎の

場合、意外と近くにあっても殺処分の対象にならないということもあります。経営が同じ

であればそこそこ離れてても殺処分の対象になるということがありますので、我々このリ

スクとメリット、デメリットのバランスでどこがいいのかっていうこともぜひ研究をお願

いしたいと考えています。以上です。 

 

○溝口会長 どうぞ。 

 

○湯﨑知事 私も鳥インフルに関して、この提案については、国に対する提案なので、こ

れで結構かと思うんですけども、先般、広島県も岡山県と共同して取組に当たるというよ

うな経験もございましたので、それを踏まえて中国４県への御提案をさせていただきたい

と思っております。 

 １点目は、まず県境周辺の農場ですね、これについて詳細に情報共有をしてはどうかな

と。これは例えばその畜産物の出荷先であるとか、あるいは飼料の流通であるとか、関連

農場がどこにあるかとか、こういったこと、これがどういうふうに関わってくるかという

と、例えば人の出入りがそういうところであるので、場合によっては人の出入りがウイル

スの感染源だったりする可能性もありますし、その他飼料とか物資の出入りがそうであっ

たりすることもあり得るんですけども、ある疑いが起きたときに、まず疑うべきはどこか

とか、そういうところがやはり迅速に分かりますので、まず基本的な事項として、そうい

った詳細な情報共有をするのがいいのではないかと思っております。 

 それから、いざ発生をした場合に、この農場の位置は分かっておりますので、どういっ

たところを消毒ポイントにすればよいのかということも実は事前に定めることができると

思っております。参考資料を配付させていただいておりますけれども、こういう絵のある

１枚紙ですが、この黄色い太い線が県境だったとして、このＡ県とＢ県ですね、これは鶏

舎等が両方にあるような場合ですが、３キロ圏、それから、１０キロ圏で、それぞれ消毒
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ポイントを大体この辺で発生したらこの辺で設置できるだろうというのがあらかじめ想定

できるんじゃないかと思いますので、そういうことを候補地として情報共有をしておくと

いったこと。 

 それから、制限区域が複数県に及ぶ場合に、どういうふうに情報公開をしていくかとい

う、この手順ですね、今回、岡山県と広島県で調整をしながら進めましたけれども、これ

も事前にある程度共有できれば、実際に発生したときにあたふたとしなくて済むんではな

いかなと考えておりますし、またそれぞれの県で、特に発生県で何らかの対策本部を立ち

上げて対応に当たられると思いますが、そこに関係する隣接県の担当者が出席をすれば、

情報が迅速に伝わるということで、これは災害のときと同じような考え方ですけども、そ

ういったようなことが考えられるんじゃないかなということがございます。 

 それから４点目、最後の点ですけれども、これはアピール文にもありますけども、防疫

資材を相互利用するというようなことで、これは明らかにメリットがあると思いますので、

考えてはどうかと。こういったことを担当課が集まって、少し協議をしてみてはどうかな

と考えております。 

 

○溝口会長 どうぞ。 

 

○伊原木知事 この図でいうＢ県の立場として申し上げますと、私が最初に第一報をもら

ったときに、広島の県境にかなり近いので、広島にはできるだけ早く伝えて、かつまた

我々がわかることは全部伝えてねということを一番最初に指示したわけであります。また、

会議にはできるだけ広島の方にも出ていただいて、実際にそうだった、というふうに聞い

ているんですけれども、我々も全部伝えたつもりでも、多分、広島県の方からするとまだ

わかんないところがあったっていうのが実情でしょうし、そもそもそういう指示をしなく

ても多分したんだろうと思いながらも、指示をしなかったら対応が不十分だったかもしれ

ないっていうことを考えると、広島県の御提案のように、これはもう当たり前のように準

備をしていく、この移動制限区域にかかったら必ず伝える、ということをあらかじめ決め

るのは大変すばらしいことだと思います。賛同いたします。 

 

○湯崎知事 すみません、一言。決して岡山県の対応がまずかったということではなくて、

十分やっていただきました。 
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○平井知事 麗しい協力があったということで総括がなされたと思いますが、私どもも実

は、安来市で発生したとき、鳥取県内でもスクリーニングポイントをつくったり、移動制

限もかかりました。その際、溝口知事にも大変に御配慮いただきながら、移動制限対策を

させていただき、県内の事に当たりましたが、その際も情報共有が決定的に大切だったと

思います。 

 皆さんから、せっかくこういう御意見も出ましたので、広域防災部会の中での一つのパ

ートとして、この動物防疫について共同で、まずは情報の総括をしていきたい。場合によ

っては広域訓練もあるかもしれませんし、資材の融通についても、どこにどの資材がある

か分かるようにできたらよいと思います。正直申し上げて、今回のケースでは鳥取県内も

少しざわっとしたところがありまして、餌の供給の経路によってはちょっと離れたところ

でも波及しかねないということがあります。これは国のほうのルールにも影響するわけで

ありますが、その辺の実態をよく５県で共同で把握して、情報共有を図っていく。先ほど

おっしゃったように、隣県の発生時には即座に派遣要請をするようなことをして、共同で

対策に当たるルールをつくることも必要かなと思います。もし会長から御了解得られるの

であれば、私のほうで今日提案したのがきっかけになったみたいですから、鳥取県のほう

で取りまとめをしながら広域防災部会のかさの中で検討をさせていただけたらどうかなと

思います。 

 

○溝口会長 よろしいですか。 

それでは、その問題は、防災、特に農林も一緒に要るかもしれませんね。平井知事の

ほうでこの関係者に検討してもらうということをお願いします。 

 それじゃあ、この提案のほうはよろしゅうございますね。（「はい」と呼ぶ者あり） 

 じゃあ、最後の提案ですが、これは私から説明します。米軍機の飛行訓練の対策でござ

います。 

 これにつきましては、これまで中国知事会で共同アピールを平成２４年、平成２５年、

平成２６年と要請してきておりますが、依然として米軍機と思われる航空機の低空飛行訓

練に関する情報は多数寄せられており、飛行騒音の被害の実態は改善をしておりません。

国の認識や対応状況について十分な説明や、訓練内容を関係自治体や住民の方々へ情報提

供すること、国、地方の話し合いの場を設置するなどの要請をしておりますが、これも実
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現に至っておりません。 

 平成２５年８月に国は島根県及び広島県に騒音測定装置を各１台設置するなど、一定の

進展は見られるものの、この測定データをどのように活用するのか、具体的な方策につい

てはまだ示されていない状況でございます。従いまして、共同アピールのような対応をし

ていきたいということです。 

 ２番目のオスプレイにつきましては、岩国基地への飛来予定など、米軍から得られた情

報が提供されているところでありますけども、飛行ルートや頻度など、訓練計画の詳細な

内容の説明がなく、これまでも要請した内容に対して十分な措置がなされていないという

ことで、アピールの中に書いてありますような対応をしていきたいということでございま

す。 

 御意見等いかがですか。 

 山口県。 

 

○村岡知事 取りまとめていただきましてありがとうございます。岩国基地の関係でいい

ますと、特にオスプレイの関係が、気になっておりまして、昨日もハワイで墜落事故があ

ったわけでありまして、住民に大きな不安を与えるものだと思っております。これは中国

四国防衛局に詳細な情報の提供を今、求めているところでありまして、それを踏まえて岩

国市とともに必要な対応を検討していきたいと思っております。いずれにしましても、住

民の皆さんの安心・安全、その不安の解消を図っていくということ、これをしっかりと国

に対して求めていきたいと思っておりますので、安全対策や、その訓練計画の詳細な内容、

こういったことをきちんと伝えてもらうということを、これは引き続きでありますけども、

しっかりと求めていっていただきたいと思いますので、どうぞよろしくお願いします。 

 

○溝口会長 わかりました。 

 それでは、この提案につきましては、そういうことでやってまいります。 

 最後、広域連携についてであります。 

 各部会の平成２６年度の取組状況と平成２７年度の取組内容について、各部会担当県か

ら説明をお願いします。 

 まず、島根県から広域防災部会及び中山間地域振興部会、次に、鳥取県から海外観光誘

致部会、岡山県からスギ花粉症対策部会、山口県から地域産業振興部会、次に、広島県か
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ら地域医療確保対策部会、公衆衛生活動チーム部会、農業大学校等広域連携部会の説明を

今の順番で簡潔にお願い申し上げます。 

 この会合は、予定の時刻では、１５時１５分ぐらいには次の予定がありますので、終了

したいと思いますので、要領よくお願いします。 

 

○島根県事務局 それでは、島根県から広域防災部会について御説明させていただきます。 

 資料の１ページでございます。この部会につきましては、３つの連携テーマについて各

県が分担をして取り組んでおります。 

 一つのテーマが大規模広域災害発生時の連携についてであります。昨年度は７月に災害

時の支援・受援マニュアルを策定しました。その後、広島土砂災害を受けまして、３月に

連絡員の具体的活動を明記するなど、必要な見直しを行ったところでございます。 

 ２点目といたしまして、５県の共同訓練を実施し、マニュアルの見直し、検証をいたし

ました。さらに、四国地方との支援・受援体制も検討をしております。今年度につきまし

ては、５県の共同訓練の結果の検証を踏まえたマニュアルの見直しや、それに基づく今年

度の防災訓練の実施、また四国地方と連携したマニュアルの検討を予定しているところで

ございます。 

 ２つ目の大きなテーマは、原子力災害を想定した連携でございまして、昨年度は緊急連

絡先一覧や共有情報一覧を作成しました。今年度はその見直しを予定しております。 

 ３つ目のテーマは、防災担当職員の人材育成でございまして、昨年度は各県の現状、課

題の整理、あるべき人材像の検討を行いました。今年度はその具体化に向けて取り組んで

まいります。 

 ２ページにつきましては、昨年の防災訓練の実施概況でございますので、説明は省略さ

せていただきます。 

 ２つ目の中山間地振興部会の御説明に移らせていただきます。 

 資料３ページでございます。この部会につきましては、共同研究といたしまして、「地

元の暮らしを支える複合的な事業連携・組織化の仕組みづくり」をテーマとし、２４年度

から２６年度までの３カ年、各県１地区ごとのモデル地区を設定して、実践研究を行った

ところでございます。２４年度にはアンケート調査の実施、２５年度にはモデル地区の設

定、実践の取組、それから昨年度、２６年度につきましては、モデル地区での実践を踏ま

えて、今後の中山間地域で展開していくために必要な内容を政策提言等にまとめたところ
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でございます。別途この色塗りの冊子に成果をまとめさせていただいております。その３

３ページから３７ページに具体な内容は記載させていただいておりますが、この場では説

明省略させていただきます。 

 ４ページに移りまして、来年度の実施、２７年度の事業計画でございます。２７年度以

降につきましては、研究テーマを各県持ち回りで御提案をいただいて、単年度の研究とす

ることといたしております。今年度につきましては、鳥取県から御提案がございました

「域内調達・循環の促進による所得・定住創出研究」といたしまして、モデル地区２地区

を選出し、この地元調達向上等によりまして、所得向上がどれぐらい見込めるかといった

可能性推計を行うほか、どのような障害があるかといったことにつきまして、各県２事例、

計１０事例等の事例調査を行うなどいたしまして、年内に取りまとめ、政策提言を実施す

る予定といたしております。以上でございます。 

 

○溝口会長 次、お願いいたします。 

 

○鳥取県事務局 引き続きまして、鳥取県のほうから海外観光客誘致部会について御報告

させていただきます。 

 ５ページをごらんください。当部会では、別途ですね、官民連携して立ち上げておりま

す中国地域観光推進協議会と連携しながらプロモーション、情報発信、受け入れ体制整備

等を展開しております。昨年度については、７月に台中及び台北でトッププロモーション

を実施しております。 

 ６ページをごらんください。今年度につきましては、大きく３点検討しておりまして、

１つ目が、トッププロモーションを同じく観光推進協議会と連携して実施したいと考えて

おります。今年についてはタイで実施する方向で今、検討中でございます。 

 ２点目が、シンボリックな広域観光を推進する取組を進めるため、目的としては、東京

オリンピック・パラリンピックに向けた長期的な視野で広域に周遊を促すような取組を進

めていきたいと考えております。 

 ３点目です。個人客、外国人のＦＩＴと呼ばれる観光客が増えておりますので、そうい

った方々に対応できるように東京、大阪等からのアクセスが促せるようなアクセスガイド、

またドライブマップ等を作成して、各県のプロモーションで活用したいと考えております。

以上です。 
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○岡山県事務局 岡山県でございます。スギ花粉症対策部会の取組状況を御報告いたしま

す。 

 ７ページをお願いいたします。昨年５月に少花粉スギ普及推進中国地方連絡会議を設置

しまして、岡山市内で初会合を開きました。中国５県で今後５年間で苗木生産１４万８，

０００本、植え替え面積６０ヘクタール、普及啓発のためのモデル林の設置２５カ所とし

たところでございます。１０月には第２回会議を開催しまして、当初計画の生産本数と植

えかえ面積の計画を約２割増しとしました。具体的には１７万９，０００本と７２ヘクタ

ールということで合意しております。ただ、昨年度の苗木生産の実績でございますが、３

月末時点での出荷実績は、中国５県全体で約４，６００本にとどまっております。これは

昨年夏の天候が不順であったこと、そして挿し木の発根率が思った以上に悪かったという

ことが原因でございました。 

 ８ページをお願いいたします。普及啓発活動としましては、表にありますように、モデ

ル林を１０カ所設置するとともに、広域連携版のリーフレットを作成しております。課題

としましては、やはり苗木の安定供給体制の早期確立ということでございます。 

 続きまして、資料は用意してございませんが、１点御報告がございます。農林水産分野

での販路開拓等ワーキング会議の状況についてでございます。正式な部会ではございませ

んが、昨年度から５県の担当課で会議を持ちまして、どんな連携ができるか、意見交換を

行っております。各県の既存イベントなどにつきまして、共同実施が可能かどうかなど、

年度末にアンケート調査をしたところでございまして、今後、その結果をもとに連携の可

能性がある事業につきまして、具体の手法等の検討を進めていくこととしております。以

上でございます。 

 

○溝口会長 ありがとうございます。 

 次、お願いします。 

 

○山口県事務局 山口県からは地域産業振興部会について御報告させていただきます。 

 ９ページをお願いいたします。この部会におきましては、一つ、ビジネスマッチング・

商談会の共同実施・相互参加。２番目として、研究会・研修会の共同実施・相互参加。３

点目として、公設試験研究機関の連携強化。４点目として、海外事務所の共同利用、この
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４つのテーマのもとで精力的に取組を進めてまいりました。 

 その上で、本年度の取組を１０ページにまとめております。本年度、まずビジネスマッ

チング・商談会の共同実施・相互参加につきましては、引き続き積極的に取り組んでまい

りたいと考えております。特に機械要素技術展におきましては、今年度から各県の出展ブ

ースを集約いたしまして、５県の共同出展を行いますとともに、出展企業による交流会も

開催することといたしております。 

 また、研究会・研修会の開催につきましては、これも継続して積極的に取組を進めてま

いります。 

 次に、公設試験研究機関の連携強化につきましては、新たに人材交流として合同知財研

修会を、また共同研究として味認識に対する共同研究・情報交換を実施することといたし

ております。また、県外企業に対する機器使用の割り増し料金の見直しにつきましては、

基本的には県外企業も県内企業と同一料金で利用ができますよう、本年度中にルールづく

りを行いまして、来年度のできるだけ早い時期に実施できるようにしていきたいと考えて

おります。 

 最後に、海外事務所の共同利用につきましては、対応可能な県が、現地情報等につきま

して、可能なものから試験的に各県に情報提供してまいりたいと考えております。以上で

ございます。 

 

○溝口会長 広島県、お願いします。 

 

○広島県事務局 広島県でございます。まず地域医療確保対策部会、１１ページをお開き

ください。１１ページはドクターヘリの広域連携でございます。図面にありますように、

越境のドクターヘリの出動が、２６年度までの状況、こういう状況になっておりまして、

これにつきましては、５県の御理解、御協力を得まして、２７年の３月３１日に覚書を締

結いたしました。 

 １２ページのほうでございます。それがその相互負担の内容になっております。今後こ

の方針に基づきまして運用しながら、この運用の検証を行って参る予定でございます。 

 １３ページをお開きください。地域医療確保対策部会の中の情報システムの共有化の取

組でございます。これにつきましては、具体的には２６年１０月に岡山県の井原市民病院

にＨＭネットの端末、それと２７年５月には島根県の医療機関にもＨＭネットの端末を設
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置する予定と聞いております。また、まめネット、おしどりネットにつきましてもシステ

ム連携を検討中でございます。今後の方針でございますけども、システムの相互利用の状

況や患者の相互乗り入れの情報をもとにシステム連携に係る費用対効果を検証していくこ

と、それと地域の実情に応じた連携方法を検討し、連携体制の構築に向けた、目指すべき

姿に向けてのロードマップを作成して参りたいと考えております。 

 １５ページでございます。公衆衛生活動チーム部会でございます。真ん中の表のとおり

に、目標の①から③に向けまして２５年度、２６年度というふうに取組を進めております。

①につきましては、専門家派遣につきましての活動マニュアルの充実、②につきましては

相互連携マニュアルを制定したいと考えておること、③につきましては引き続き研修会を

開催して参りたいと考えております。 

 その次のページの１６ページにその具体的な公衆衛生活動チームの今年度の検討項目が

あります。一つは、検討項目の１にごらんのとおりの災害時の公衆衛生チームの派遣に対

する体制の整備ということと、検討項目の２が、被災状況に応じて、上記協定に基づきま

して、中国５県広域支援本部が中国地方知事会会長県に設置された場合の本部会との連携

による派遣調整ということを検討して参りたいと考えております。 

 ３番目が１７ページでございます。農業大学校の広域連携部会でございます。これまで

２６年度は相互連携の体制整備の円滑な運営と、丸の２つ目ですけども、具体的な相互連

携活動の実績を積み上げて参りました。相互の研修の受入人数も１７ページの下の表のと

おりでございます。２７年度は、１８ページでございますけれども、ご覧のとおりの取組、

２番目の四角の２７年度の取組は具体的に書いておりますけども、こういうことをやって

いきたいと思っておりますが、農業大学校のこの連携のそもそもの提案のところからいき

ますと、大学校の統合というところの問題があると思っておりますので、大学校を統合し

た場合のデメリット、メリットについてもこの１年かけて検証いたしまして、来年の知事

会には今後の方向性を明らかにして参りたいと思っております。以上でございます。 

 

○溝口会長 御意見等いかがですか。 

 湯﨑知事。 

 

○湯﨑知事 よろしいですか。すみません、海外観光客誘致部会ですね、これについて、

鳥取のほうで事務局を進めていただいておりますけども、これは中国地域観光推進協議会、
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いわゆるインバウンド推進委員会がございまして、官民一体となって進めていくというこ

とがやっぱり引き続き課題だなと思っておりまして、そういう意味でこの官民の協力が効

果的になるような推進方策であるとか進め方について検討をするべきかなと思っておりま

すので、ぜひその辺御配慮、お願いしたいと思っております。 

 

 

○平井知事 ではちょっと関連して。私もまさに今の話をこの場で申し上げるべきだなと

思ってたところを湯﨑知事が全く同じことをおっしゃってくださったので、大賛成です。

と申しますのは、中国地方は、これだけの豊かな自然があって、世界遺産をはじめ、日本

遺産だとか国宝なども含めていろんな資産価値のあるものがありますし、おいしい食べ物

もあります。地方創生を進めていく上においても、ぜひ観光ルートの設定をやって海外か

らのインバウンドを呼び込むべきだと思います。ただ、その体制が残念ながらできていな

いのではと思っておりまして、それで、広域観光部会を今回知事会のほうで立ち上げたわ

けでございますが、片方で中国電力や中経連が中心となったインバウンド推進委員会もあ

るわけです。私は、もっと我々は前に出て、ある程度行政の予算をつけてでもいいと思い

ます。各県の分担金では大した額になりません。そういうものも含めて、やはり政治のヘ

ッドと、経済や観光の関係者、そうした者の融合した組織をもう一度つくり直したらいい

のではないかなと思います。湯﨑知事も今、声を上げていただいたので、そういう問題意

識でこれ取り組むべきではないかなと思います。 

 多分、村岡知事は九州のことをよくわかると思うので、九州の場合だとＪＲ九州が中心

となって大変な誘客キャンペーンをやっているわけです。私、関西のほうも顔が見えるも

のですから、関西のほうの状況を申し上げれば、官民一体となってまずファンドがあって、

それとあわせて知事会のほうでそのための組織もつくって独自のプロモーションをやるわ

けです。実際海外に行ってみて私も思いましたけれども、やはり我々のような人間がある

程度行ったほうが向こうも出てくる人が変わってくるわけですね。台湾に行ったときもそ

うでありましたが、亜東関係協会の会長、外務大臣のような人が出てくるわけであります。

そういうことになると観光プロモーションのいわば格が上がって波及効果が高くなるわけ

であります。民間だけでやってもうまくいかない。ですから、民間主導になり過ぎてもい

けないですし、我々のほうでもやれることも限られていますから、５県の財政出捐の可能

性も含めて、もう一度このことはテーブルに上げて考えてもいいのではないかなと思いま
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す。 

 広域連携部会、例えば観光のことだとか幾つか具体的なテーマもあって、従来はとりあ

えず話し合いをしながらあまり予算のことは考えずに進めてきたところはありますけども、

踏み込むべき分野もあると思いますので、さっき農業大学校の話もございましたけれども、

そういうところは踏み込んでいきながらやっていくっていうことを、そろそろ色分けをし

ながら進んでいったほうがいいのではないかなと思っておりまして、問題提起もありまし

たので、５県でもう一度体制づくりについて御検討いただければと思います。 

 

○溝口会長 ほかいかがですか。 

 村岡知事。 

 

○村岡知事 農業大学校の関係ですが、これは広島県の御尽力で、色々と相互の連携も進

んできており素晴らしいと思っています。我々も農業大学校は大変重要だと思っておりま

して、特に農業は高齢化が非常に進んでおり、特に山口県の場合、高齢化率が全国２番目

に高い、そして、就業者の減少率も全国２番目に高いということで、これを何とかしよう

ということで取り組んでいます。色々と情報を集めて実際に農業をされている人に聞いて

みますと、一つは国の支援期間が短いから自分で自立できるようになる前に国の支援金が

切れるため、その時に技術がないからやむを得ずやめているというケースがかなりあると

いうことから、２７年度措置を拡充して、支援金の支給期間も額もまず増やして、一定の

所得を一定期間保障するということと、あとは技術をしっかりと身につけてもらうという

ことで、これは新しく農業大学校に法人就業のコースを設けたりとか、社会人が学び直す

支援塾を設置するなど、様々なメニューを拡充して体制を強化してやっていこうと、農林

総合技術センターとも一緒になりながらやっているということであります。 

 統合についての検討をこれからするという御提案があったわけですけれども、私として

はそれぞれの県の実情に応じてやっている農業大学校の機能という部分、これは各地域の

課題に対応してやっているところがありますので、是非それは活かされるような形で各自

治体に応じた形の取組ができるようにしながら、そういった検討について、できればそれ

ぞれの良い部分を伸ばすような形での検討、この連携はそうですけれども、今行われてい

る連携なども含め、そうした形の方向で向かうのが全体としてはいいのかなと思っており

ますので、これからまた具体的な検討をされる中で、県としても色々な提案はしていきた
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いと思っております。以上です。 

 

○溝口会長 どうぞ。 

 

○伊原木知事 岡山県です。スギ花粉についてのちょっと補足なんですけれども、皆様方

の御協力を得まして、今、苗木をふやしてるところなんですけれども、この本数だけ見る

と随分ふえてきてるなっていうことで大変心強く感じるとともに、植林をしてる面積に対

してどれだけカバーしてるのかっていうことで考えますと、実はまだまだ全然足りないと

いうのが実情でございます。今でも旧来型のスギを植えて、２０年後、３０年後の問題を

つくっているということでありますので、岡山県も頑張ってまいりますので、ぜひ引き続

きよろしくお願いいたします。 

 あと、ちょっと余談かもしれませんけども、私は、とにかく一個人もしくは民間企業で

できないことはお役所がしなければいけないと。民間企業ができることはぜひどんどん、

そちらのほうがいい仕事ができるんだったら任せるべきだと思っておりまして、そのうち

の一環として蚊の問題、またスギに加えて突拍子もない話をいきなりっていう話なんです

けども、デング熱のことで、これはもうちょっと放っておけないなと。以前から蚊につい

ては気になっていたんですけれども、日本に住んでると蚊なんていうのは夏になったら必

ず出てくるっていうことを感じるんですけども、実際そうでもありませんで、先進国に行

くとなかなかめったに出会わない地域もたくさんありますし、最近は東南アジアに行った

ときに、あれ、結局刺されないまま終わったぞみたいなことがふえてきています。先日シ

ンガポールに行ったときにいかに効率的に蚊を抑えていくようにしてるのか、それがどこ

まで成功してるのかっていう説明を聞くことができまして、これがもともとは病気を防ぐ

っていうことですし、いや、ちゃんとした暮らしで蚊とかハエがうようよしてるっていう

のは、これはもうおかしいっていうことを説明を受けて、逆にこちらが恥ずかしくなった

ような次第でございます。今、頑張っているということを一言つけ加えさせていただきま

した。 

 

○溝口会長 具体的な御意見もありました。観光につきましては、いろんな側面があると

思うんですね。海外との関係をどうするか、一緒にやるといった場合にどういうことをや

るのか、ＰＲをやるのか何をやるのか。観光は鳥取県のほうでまとめておられますから、
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一回事務方のレベルで、どういうことが可能なのか、あるいはやるべきなのか、民間もや

っておりますし。それと、やはり観光に関連した方々も入らないと、なかなか実際的なこ

とはできないっていうこともありますし、いろんな側面がありますから、５県の観光部局

で少し検討してもらったらどうでしょうか。 

 それから、農業大学校につきましては、これもいろんな意見があると思いますので、農

業大学の関係者あるいは農林部などの事務方で少し検討してもらったらいかがでしょうか。 

 それから、デング熱、このほうは何か具体的なアクション……。 

 

○伊原木知事 今、岡山県のほうで感染症研究所と一緒に研究を始めているところなんで

すけど、蚊の場合は県境を飛んでこないので、特に急にお願いするっていうことではなく

て、我々今こういうことを考えているっていう御報告でございます。 

 

○溝口会長 では、今の観光とこの農業大学校につきましては、事務方で少し議論をして

いただくっていうことでいかがでしょうか。よろしゅうございますか。 

 それでは、予定をされました時間も参りましたが、１点だけ、先ほどの共同アピールの

関連で、地方分権の関係で、提案募集方式について議論をしましたが、昨年度は中国５県

で提案をしてまとめたものもあります。今年度も中国５県で共通する問題があれば連携し

て提案をしていくという理解でよろしいと思うんですけども、皆さん、よろしゅうござい

ますか。（「はい」と呼ぶ者あり）詳細については事務局で調整をしながらやってまいり

ます。 

 

○平井知事 それで結構ですし、ぜひまた５県で、前回もヒットした提案もありましたの

で、積極的に出せばいいなと思います。ただ、その時期について、また私どもの事務方の

ほうから島根県の調整の皆さんにお話をさせていただきたいと思いますが、先ほど溝口知

事がおっしゃったようなスーパーバイザー的な存在が、内閣府の地方分権改革推進会議で

ございまして、その事務局が各省庁間のやりとりをモニターして再評価して、各省庁が難

色を示す場合などには、政務三役が出ていって石破大臣が農林大臣にかけ合って農地改革

をやったと、このような流れなわけでございます。ですから、そこに上手に上げていくた

めには、ある程度事前にこういう提案内容をしたいというすり合わせをしてもらったほう

が効果的だと事務局が言っております。大体６月ぐらいまでに持っていって事前に調整し
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てもらったほうが、要は政務レベルで折衝してもらえる可能性が高くなると。つまり、実

現可能性が高くなるということでございますので、そのあたりスケジュールを御考慮いた

だいたり、その進め方で上手に内閣府の事務局を巻き込んだりと、ストラテジックに進め

ていただくのがいいかなと思います。また私どもの今つき合ってる状況を御説明申し上げ

たいと思います。 

 

○溝口会長 わかりました。 

 そういうことでよろしゅうございますか。 

 それでは、予定をしておりました時間にもなりましたので、本日の会議を終了いたしま

す。議事の進行に御協力いただきましてありがとうございます。 

 事務局のほう、何かありますか。 

 

○事務局長 この後、この会場で記者会見を予定しておりますので、若干机の配置を変え

させていただきますので、若干お待ちいただきましていただければと思います。よろしく

お願いいたします。 

 

 それでは、引き続き記者会見を始めさせていただきます。 

 本日の記者会見につきましては、本日の知事会議の議題に関するものに限らせていただ

きますので、あらかじめ御了承ください。 

 それでは、御質問のある方は、挙手をしていただきまして社名を名乗っていただいてお

願いいたします。 

 どうぞ。 

 

○西日本放送 西日本放送です。共同アピールの中のオスプレイについて、先ほど溝口知

事と村岡知事の御発言があったんですが、ほかのお三方の知事ですね、今回の共同アピー

ルによってどんなことを訴えていきたいかっていうのをお聞かせ願えないでしょうか。湯

﨑知事から伺ってもよろしいですか。 

 

○湯﨑知事 やはりオスプレイについて、これまでも多くの事故があって、安全に関する

説明が必ずしも十分ではないのかなと感じております。今後、訓練等で飛来をするという



 確定版  

－46－ 

ことも想定されますので、まず十分に安全性について御説明いただきたいと。これは我々

もさることながら、配備が予定されている地域が当然に気にされていると思いますので、

そこにしっかりと御説明いただきたいということと、それから、運用がある場合にはやは

り事前に我々にもきちんとルートを含めて御説明をいただいて、住民の皆様が安心をして、

なかなか完全に安心というのは難しいかもしれませんけれども、少しでも不安を取り除い

ていただく形、それによって初めてやはり日米のこの防衛協力というものが真に強固なも

のになっていくんじゃないかと思っていますので、そういう御配慮をいただきたいなと思

っています。 

 

○平井知事 オスプレイのハワイにおける事故は本当に残念なことだと思います。日本政

府もオスプレイの配備が横田基地をはじめ国内、本州でも行われるという状況になってま

すから、説明責任を果たさなければならないと思いますし、きちんとアメリカ側と折衝し

なければいけないと思います。中国地方におきましてはその訓練ルートの存在すら国は認

めていない、アメリカ軍も認めていないという異常な状況でございますが、私どもから見

れば明らかに存在をする、そのことをまず認めるべきであろうかと思います。 

 それから、きょうのアピール文の中にもございましたけれども、低空の訓練飛行があり

まして、その被害といいますか不安が広がっているところであります。鳥取県内にも若桜

町をはじめとしてそういう地域がございまして、地域の要望を踏まえて騒音測定機器を設

置すべきだと、これは今日のアピールの中にも明確に盛り込まれました。中国知事会とし

ても毅然とした態度で国と折衝していくことになると期待しております。 

 

○伊原木知事 ほぼ同じですけれども、オスプレイ事故、開発途中で事故があったという

事実と、あと、ネパールの地震ではヘリコプターがほとんどたどり着けなかった中で、オ

スプレイが日本からのものも含めて飛んでいって、かなり救助に役に立ったということも

事実であります。そもそも邪魔をしようとしてそこにいるわけではなくって、国防のため

に開発をされたものであります。ただ、その地域の人たちを守るためのものが、事故等の

ことで地域の方に心配をかけるというのは大変残念なことでありますので、ぜひいろいろ

な説明は尽くしていただきたいと思っています。 

 

○事務局長 ほかにございますでしょうか。 
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○中国新聞 中国新聞です。会長さんにお聞きしたい。今回の事故を受けて文言の修正だ

ったり追加みたいなのがあったんでしょうか、内部協議の中で。そこら辺を教えてくださ

い。 

 

○溝口知事 いや、今回の事故の前に案を決めておりまして、オスプレイの問題は当然日

本政府、米国側のほうでちゃんと説明をすべきであるということはずっと言っております

から、その点は格別変えておりません。 

 

○平井知事 ちょっと補足でいいですかね。ただ、前文の中でオスプレイの事故について

の原因究明などは求めていくと元々入ってますので、今回のハワイの事故も踏まえて今日

の時点でまとめたと御理解いただければと思います。 

 

○事務局長 ほかにございますでしょうか。 

 はい。 

 

○山陽新聞 山陽新聞です。湯﨑知事に、きょう、鳥インフルエンザを含めた広域防疫に

ついて御提案されましたが、その提案された背景といいますか、今回、笠岡で鳥インフル

発生したわけですが、どういった背景できょう御提案されたんでしょうか。 

 

○湯﨑知事 前回の鳥インフルの経験の中で、我々広島県の中のどこにこのリスクがある

のかとか、あるいは対応していく上でこの防疫ポイントをどこに決めるかということを調

整いたしました。広島と岡山は、比較的に情報連携が良いものですから、比較的円滑に進

んだと思っておりますけれども、振り返ってみれば、別に鶏舎というのは動くわけじゃあ

りませんので、基本的に固定された所にあるわけですから、事前に準備をしておけばより

円滑な対応ができるだろうということがあります。それは各県県境を共有するところは同

じことが言えるわけでありますので、本日の提案をさせていただいたということでありま

す。 

 

○事務局長 ほかにございますでしょうか。 
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 はい、どうぞ。 

 

○山陰中央新報 山陰中央新報社です。さっきの鳥インフルエンザの関連で平井知事にお

伺いしたいんですけども、会議の中で、安来も島根と鳥取の県境付近で鳥インフルエンザ

発生したということも踏まえて、これから勉強会を立ち上げるということがあったと思う

んですけども、今までどういった情報の共有が足りなくて、これからどういった情報の共

有を進めるべきだというふうに、経験を踏まえておられるところがあれば。 

 

○平井知事 先ほども安来のケースについては申し上げましたが、溝口知事の御配慮もあ

りまして、早期に情報の共有化を図り、スクリーニングポイントの設置、さらに鳥取県の

ほうにも移動制限区域がかかりましたので、その対策が打てたわけでございます。しかし、

先ほど広島の湯﨑知事の御提案にもございましたが、例えば機材だとか、あるいは従来か

ら想定をして県境で起こったときの対処方法などについて情報共有を図ったり、意思統一

をしたり、場合によっては広域対応訓練なんかもあると思います。そんなようなことをや

る余地は十分にあるだろうと思います。今回、鳥取からも機材を岡山のほうに差し上げた

わけでございますけども、こういうようなことは、どこにどんな機材があるか、５県がそ

の情報を持っているわけではありません。また、対策をややこしくしますのは、単なる距

離だけで鳥インフルエンザ対策は進みませんで、例えば餌の販売業者の歩いているルート

とか、そうしたことが実は密接に絡み合うわけでございまして、中国５県は既に鳥インフ

ルエンザについては県境がないと考えるべきだと思います。そのようなことから、５県で

その対策をさらに強化をするための広域的な連携について、防災上の観点、防疫上の観点

から考えるべきではないかということであります。 

 先ほど会長のほうのお取りまとめもございまして、鳥取県が中心になりまして５県の検

討会を早速に開かせていただき、早ければ秋の鳥取県で開かれる中国知事会に報告をさせ

ていただきたいと思います。 

 

○事務局長 ほかにございますか。 

 はい、最後になります。 

 

○西日本放送 せっかくのこの記者会見の場で村岡知事の御発言がまだないので、もし先
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ほど私が聞いたオスプレイの関係でもう少し補足でコメントがあればいただいてもよろし

いでしょうか。 

 

○村岡知事 我々は岩国基地を抱えている県でありまして、常に米軍基地との関係で危険

が隣り合わせの面があります。住民の皆さんの安全、安心の確保、不安の解消というのは

大変重要であるし、県も地元の市もその点を特に意識を持って、中国四国防衛局ですとか

米軍に対する考え方を持って取り組んでいるわけです。昨日、映像も流れておりましたけ

れども、ハワイで残念ながらオスプレイの事故がまたあったということであります。岩国

基地にはオスプレイが飛来することも度々あるわけでありまして、これまでも国に対して

安全の確保、いろんな飛行についての情報の提供というのも求めてきています。これはや

はり何よりも安心、住民の皆さんの不安を解消する上でそういった情報をしっかり提供し

てもらうということが必要であるということで、従来から求めてきているわけであります。

今回の件も、昨日早速、中国四国防衛局には事故の詳細について報告を求めておりますし、

それを踏まえて地元の岩国市とともに今後の対応について検討したいと思います。いずれ

にいたしましても、また、こういう事故もありましたから、特に住民の皆さんが不安に思

わないように、今回の国に対する提言の中でもしっかりとそのことは書いておりますけれ

ども、しっかりと住民に対する安心、安全の確保に向けた取組を我々も引き続き強く求め

ていき、国にもしっかりとその対応をしてほしいと思います。 

 

○西日本放送 ありがとうございました。 

 

○事務局長 それでは、以上をもちまして記者会見終了させていただきます。あわせて、

以上をもちまして本日の会議、終了とさせていただきます。 

 今年度第２回の中国地方知事会議につきましては、本年１１月に鳥取県で開催をしてい

ただく予定となっております。よろしくお願いいたします。 

 


